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山口県地域防災計画（本編）新旧対照表 
現 行 修 正 案 備 考 

第１編 総則 
 第１章 計画の方針 

第５節 防災関係機関の処理すべき業務の大綱及び県民・事業所のとるべき措置 

１ 県（１－１－４） 

機関の名称 事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

産 業 戦 略 部        １  部の災害対策関連事務の処理に関すること。 

 

 

 

商 工 労 働 部         

 

 

 

１  商工業、鉱業施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

２  火薬類の保安対策に関すること。 

３  中小企業の被害調査、応急復旧及び金融対策に関すること。 

４  生活物資の確保、復興復旧資材の安定供給の要請に関すること。 

５  失業者の就職支援に関すること。 

６  被災地の復興に必要な労務の確保に関すること。 

７  電力の安定供給についての要請に関すること。 

 

５ 指定公共機関（１－１－１０） 

機関の名称 事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

 

西日本旅客鉄道 

株 式 会 社 

(広 島 支 社      ) 

(新 幹 線 管 理 本 部      ) 

 

１  列車の運転規制に関すること。 

２  旅客の避難、救護に関すること。 

３  列車の運行状況、旅客の避難実施状況の広報に関すること。 

４  災害時における鉄道車両等による救助救援物資の緊急輸送の協力に関すること。 

５  鉄道施設の災害予防対策及び被災鉄道施設の応急復旧に関すること。 

 

 第２章 県土と自然災害 

第３節 高潮災害（１－２－３） 

本県で起こりうる大規模災害として、広域的に多数の市町で被害が発生し、大量の人的・物的被害をもたらす災害類型 

は、大別すれば、地震及びそれに伴う津波災害と、周防高潮と呼ばれる本県の地勢的特性から大きな被害をもたらす高潮 

災害の２つであると考えられる。 

 こうしたことから、本県において起こり得る大規模・広域災害として、高潮など５つの災害類型について、大規模災害 

対策検討委員会において、想定される災害の規模や被害の状況を示すとともに、想定する上での留意点及び継続的に検討 

すべき点について、検討結果をとりまとめた。 

 

 第１項 山口県のハザードマップにおける想定潮位 

現在想定では、高潮被害の発生頻度の高い瀬戸内海沿岸において、本県を通過した既往最大規模の台風（枕崎台風 

等）が、最悪のコースを通過した場合を想定し、高潮の潮位を定めている。 

 

◇想定台風 

  ＊昭和 20 年台風第 16 号（枕崎台風） (969.8hPa) 

＜人的被害＞ 

 死者 427 人、行方不明者 274 人、負傷者 283 人 

＜住家被害＞ 

 全壊 1,831 棟、半壊 2,760 棟 

  床上浸水 12,679 棟、床下浸水 18,442 棟 

第１編 総則 
 第１章 計画の方針 

第５節 防災関係機関の処理すべき業務の大綱及び県民・事業所のとるべき措置 

１ 県（１－１－４） 

機関の名称 事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

（削除） （削除） 

 

 

 

産 業 労 働 部         

 

 

１  商工業、鉱業施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

２  火薬類の保安対策に関すること。 

３  中小企業の被害調査、応急復旧及び金融対策に関すること。 

４  生活物資の確保、復興復旧資材の安定供給の要請に関すること。 

５  失業者の就職支援に関すること。 

６  被災地の復興に必要な労務の確保に関すること。 

７  電力の安定供給についての要請に関すること。 

 

５ 指定公共機関（１－１－１０） 

機関の名称 事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

 

西日本旅客鉄道 

株 式 会 社 

(中国統括本部) 

(山陽新幹線統括本部) 

 

１  列車の運転規制に関すること。 

２  旅客の避難、救護に関すること。 

３  列車の運行状況、旅客の避難実施状況の広報に関すること。 

４  災害時における鉄道車両等による救助救援物資の緊急輸送の協力に関すること。 

５  鉄道施設の災害予防対策及び被災鉄道施設の応急復旧に関すること。 

 

第２章 県土と自然災害 

第３節 高潮災害（１－２－３） 

本県で起こりうる大規模災害として、広域的に多数の市町で被害が発生し、大量の人的・物的被害をもたらす災害類型 

は、大別すれば、地震及びそれに伴う津波災害と、周防高潮と呼ばれる本県の地勢的特性から大きな被害をもたらす高潮 

災害の２つであると考えられる。 

 ここでは、高潮災害について、述べる。 

 

 

 

 第１項 山口県の高潮ハザードマップ 

現在想定では、山口南沿岸においては上陸時の気圧が我が国における既往最大規模の台風（室戸台風等）が、山口北 

沿岸においては本県を通過した既往最大規模の台風（枕崎台風等）が、最悪のコースを通過した場合を想定している。 

 

（削除）   

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

高潮浸水想定区

域の更新 
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現 行 修 正 案 備 考 

  ＊平成 3 年台風第 19 号（りんご台風） (947.0hPa) 

＜人的被害＞ 

 死者 6 人、負傷者 239 人 

＜住家被害＞ 

 全壊 35 棟、半壊 650 棟 

  床上浸水 520 棟、床下浸水 2,835 棟 

 

◇台風進路 

 ＊両台風が実際の経路を通過した場合と両台風の経路を入れ替えた場合をベースに、経路を少しずつず

らして計算を行い、対象地点で最大の潮位偏差となる経路を想定 

 

◇高潮の想定潮位 

 ＊対象地点で最高となる潮位を基に浸水予測区域を設定          

   最高値：5.49m（山陽小野田市埴生）      

 

 第２項 想定される災害の姿等（１－２－４） 

１ 高潮潮位 

 (2)想定台風 

  近年、非常に強い台風の数が増えている。現在、枕崎台風等をハザードマップの想定台風として考えているが、 

それ以上に強大な台風の来襲も将来的には考えておく必要がある。 

 

     ２ ハザードマップ 

       本県の高潮ハザードマップは、過去大きな被害を生じた平成 11年台風第 18号の潮位を上回る非常に高い潮位を

想定しているが、実際の高潮災害では、更にそれを超えることもあり得ることを住民に十分周知する必要がある。

また、ハザードマップの表示にイメージが固定されないような、柔軟な対応ができるハザードマップ活用法の啓発

が必要である。 

 

 

第２編 災害予防計画 
第１章 防災思想の普及啓発 

 第３節 災害教訓の伝承（２－１－３） 

  県及び市町は、過去に発生した大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大規模災害に関する各種 

資料を広く収集・整理し、適切に保存するとともに、県民が閲覧できるよう公開に努めるものとする。県民は、自ら災害 

教訓の伝承に努めるものとし、県及び市町はその取組を支援するものとする。 

 

 

第６章 災害応急体制の整備 

第１節 職員の体制 

第１項 県 

１ 配備体制 （２－６－２） 

 (1) 災害対策本部未設置 

      図表中の 

  商政課 

  産業戦略部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第２項 想定される災害の姿等（１－２－４） 

１ 高潮潮位 

 (2)想定台風 

  近年、非常に強い台風の数が増えている。現在、室戸台風等をハザードマップの想定台風として考えているが、 

それ以上に強大な台風の来襲も将来的には考えておく必要がある。 

 

２ ハザードマップ 

       本県の高潮ハザードマップは、山口南沿岸においては想定し得る最大規模の高潮を、山口北沿岸においては過去

大きな被害を生じた平成 11 年台風第 18号の潮位を上回る非常に高い潮位を想定しているが、実際の高潮災害で

は、更にそれを超えることもあり得ることを住民に十分周知する必要がある。また、ハザードマップの表示にイメ

ージが固定されないような、柔軟な対応ができるハザードマップ活用法の啓発が必要である。 

 

 

第２編 災害予防計画 
第１章 防災思想の普及啓発 

 第３節 災害教訓の伝承（２－１－３） 

  県及び市町は、過去に発生した大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大規模災害に関する各種 

資料を広く収集・整理し、適切に保存するとともに、県民が閲覧できるよう公開に努めるものとする。また、災害に関す 

る石碑やモニュメント等の持つ意味を正しく後世に伝えていくよう努めるものとする。県民は、自ら災害教訓の伝承に努 

めるものとし、県及び市町はその取組を支援するものとする。 

 

第６章 災害応急体制の整備 

第１節 職員の体制 

第１項 県 

１ 配備体制 （２－６－２） 

 (1) 災害対策本部未設置 

 図表中の 

       産業政策課 

      （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 



- 3 - 

 

現 行 修 正 案 備 考 

第３節 自衛隊との連携体制 

第１項 県 

４ 連絡先 （２－６－８） 

陸 上 自 衛 隊        第 １ ７ 普 通 科 連 隊 山 口 市 083-922-2281 

  県庁内線   5184 

  防災行政無線(衛星系)  217 

第 １ ３ 旅 団 広 島 県 082-822-3101 

中 部 方 面 総 監 部 兵 庫 県 072-782-0001 

海 上 自 衛 隊        小 月 教 育 航 空 群           下  関  市 083-282-1180 

第 ３ １ 航 空 群           岩  国  市 0827-22-3181 

下 関 基 地 隊           下  関  市 083-286-2323 

呉 地 方 総 監 部           広  島  県 0823-22-5511 

佐 世 保 地 方 総 監 部           長  崎  県 0956-23-7111 

 

  

 

 第４節 海上保安部署との連携体制（２－６－９） 

 

 

 県（防災危機管理課） 

 

                     

 

広島海上保安部 

  082-253-3111 

  082-251-4999 

 

 

 

徳山海上保安部 

    0834-31-0110 

    0834-21-4999 

無線電話10-225-2 

 〃 FAX 19-225 

 

門司海上保安部 

    093-321-3215 

    093-321-4999 

無線電話10-226-2 

 〃 FAX 19-226 

 

仙崎海上保安部 

    0837-26-0240 

    0837-26-4999 

無線電話10-227-2 

 〃 FAX 19-227 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 岩国海上保安署 

    0827-21-6118 

    0827-24-4999 

 

 下松分室 

    0833-41-3022 

 

 

 宇部海上保安署 

    0836-21-2410 

    0836-22-4999 

 

 萩海上保安署 

    0838-22-4999 

 

 

 柳井海上保安署 

    0820-23-2250 

 

 

 

 三田尻中関分室 

    0835-23-9898 

 

 

 

 下関海上保安署 

    083-267-1711 

    083-266-4999 

 

 

 ※ 上段は代表電話 

    下段は緊急電話 

 

 

 

第７章 避難予防対策 

  第 1節 市町の避難計画 

   第７項 避難順位の一般的基準（２－７－５） 

     １ 病弱者、高齢者、障害者、傷病者、妊婦 

     ２ 乳幼児、学童 

        ３ 女性 

 ４ その他の者 

５  防災従事者 

 

第３節 自衛隊との連携体制 

第１項 県 

４ 連絡先 （２－６－８） 

陸 上 自 衛 隊        第 １ ７ 普 通 科 連 隊 山 口 市 083-922-2281 

  県庁内線   5184 

  防災無線(衛星系)  217 

第 １ ３ 旅 団 広 島 県 082-822-3101 

防災無線（衛星系）034-101-941-157 

中 部 方 面 総 監 部 兵 庫 県 072-782-0001 

海 上 自 衛 隊        小 月 教 育 航 空 群           下  関  市 083-282-1180 

第 ３ １ 航 空 群           岩  国  市 0827-22-3181 

下 関 基 地 隊           下  関  市 083-286-2323 

呉 地 方 総 監 部           広  島  県 0823-22-5511 

 防災無線（衛星系）034-101-89-158 

佐 世 保 地 方 総 監 部           長  崎  県 0956-23-7111 

 

 

  第４節 海上保安部署との連携体制（２－６－９） 

 

 

 県（防災危機管理課） 

 

                     

 

広島海上保安部 

  082-253-3111 

  082-251-4999 

防災無線（衛星系） 

 034-101-99-159 

 

徳山海上保安部 

    0834-31-0110 

    0834-21-4999 

防災無線（地上系） 

10-225-2 

 〃 FAX 19-225 

 

門司海上保安部 

    093-321-3215 

    093-321-4999 

防災無線（地上系） 

10-226-2 

 〃 FAX 19-226 

 

仙崎海上保安部 

    0837-26-0240 

    0837-26-4999 

防災無線（地上系） 

     10-227-2 

 〃 FAX 19-227 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 岩国海上保安署 

    0827-21-6118 

    0827-24-4999 

 

 下松分室 

    0833-41-3022 

 

 

 宇部海上保安署 

    0836-21-2410 

    0836-22-4999 

 

 萩海上保安署 

    0838-22-4999 

 

 

 柳井海上保安署 

    0820-23-2250 

 

 

 

 三田尻中関分室 

    0835-23-9898 

 

 

 

 下関海上保安署 

    083-267-1711 

    083-266-4999 

 

 

 ※ 上段は代表電話 

    下段は緊急電話 

 

 

 

第７章 避難予防対策 

  第 1節 市町の避難計画 

   第７項 避難順位の一般的基準（２－７－５） 

    避難は要配慮者を優先するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連絡先の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案 備 考 

   第９項 避難所の運営管理（２－７－５） 

  市町は、避難所における活動を円滑に実施するため、避難所の運営に関するマニュアル等を策定し、必要となる事項に

ついて、あらかじめ定めておくものとする。 

また、市町及び各避難所の運営者は、避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家等との定期的な情 

報交換に努めるものとする。 

なお、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子供に配慮するものとする。   

      

 

   第１１項 避難所の整備に関する事項（２－７－５） 

１ 避難生活の環境を良好に保つための設備整備（換気、照明等） 

２  避難所として必要な施設・設備の整備（貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、マット、簡易ベッド、 

非常用電源、通信機器、空調等） 

３ 災害情報の入手に必要な機器の整備（テレビ、ラジオ等） 

４ 避難所での備蓄 

食料品、水、常備薬、マスク、消毒液、体温計、間仕切り、炊き出し用具、毛布、非常用電源等避難生活に必 

要な物資 

 

第８章 救助・救急、医療活動 

  第２節 医療活動 

   第１項 医療救護活動体制の確立 

    １ 県（２－８－４） 

            県は、市町が行う医療救護体制の確立について応援、補完するとともに、次の事項を実施又は指導する。 

      (11) 被災地で効率的な保健医療活動が行えるよう、保健医療活動チームの派遣調整や情報連携等の保健医療活動の

総合調整を行う体制を構築する。 

 

 

第９章 要配慮者対策 

  第５節 避難所対策（２－９－４） 

   県及び市町は、要配慮者にとって厳しい環境となる避難所生活に配慮し、あらかじめ次のような生活の場の確保、支援体

制の整備に努める。 

また、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し、被災時の男女のニーズの違い等多様な主体の視点に十分配 

慮するよう努める。 

１ （略） 

  ２ （略） 

３ （略） 

 

 

 

第１１章 災害救助物資の確保、災害対策基金計画 

  第１節 災害救助物資確保計画 

   第１項 食料の確保 

    ２ 応援用食料の調達・供給体制の整備（２－１１－２） 

     (2) 次の食料について、災害が発生した場合、関係団体、民間企業等に対し、直ちに出荷要請を行うことができる

よう、応援協定を締結するなど体制を整備するとともに、これらの食料の調達可能量（流通在庫量又は製造能力）

の把握に努めるものとする。 

      ・精米、パン、おにぎり、弁当、即席めん、育児用調整粉乳、缶詰等 

第９項 避難所の運営管理（２－７－５） 

  市町は、避難所における活動を円滑に実施するため、避難所の運営に関するマニュアル等を策定し、必要となる事項に

ついて、あらかじめ定めておくものとする。 

また、市町及び各避難所の運営者は、避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家等との定期的な情 

報交換に努めるものとする。 

なお、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子供、食物アレルギーに配慮するものとする。 

 

 

    第１１項 避難所の整備に関する事項（２－７－５） 

１ 避難生活の環境を良好に保つための設備整備（換気、照明等） 

２  避難所として必要な施設・設備の整備（貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、マット、簡易ベッド、 

非常用電源、通信機器、空調等） 

３ 災害情報の入手に必要な機器の整備（テレビ、ラジオ等） 

４ 避難所での備蓄 

食料品、水、常備薬、マスク、消毒液、体温計、間仕切り、炊き出し用具、毛布、再生可能エネルギーの活 

用を含めた非常用電源等避難生活に必要な物資 

 

第８章 救助・救急、医療活動 

  第２節 医療活動 

   第１項 医療救護活動体制の確立 

    １ 県（２－８－４） 

            県は、市町が行う医療救護体制の確立について応援、補完するとともに、次の事項を実施又は指導する。 

      (11)  被災地で効率的な保健医療福祉活動が行えるよう、保健医療活動チーム、災害時健康危機管理支援チーム

（ＤＨＥＡＴ）等の派遣調整や情報連携等の保健医療福祉活動の総合調整を行う体制を構築する。また、被災都

道府県等の求めに応じて県からＤＨＥＡＴの応援派遣ができるよう、人材の育成等に努める。 

 

第９章 要配慮者対策 

  第５節 避難所対策（２－９－４） 

   県及び市町は、要配慮者にとって厳しい環境となる避難所生活に配慮し、あらかじめ次のような生活の場の確保、支援体

制の整備に努める。 

また、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し、被災時の男女のニーズの違い等多様な主体の視点に十分配 

慮するよう努める。 

１ （略） 

  ２ （略） 

３ （略） 

  ４ 災害時要配慮者に対する福祉支援を行う災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の運用にかかる体制の整備に努める。 

 

 

第１１章 災害救助物資の確保、災害対策基金計画 

  第１節 災害救助物資確保計画 

   第１項 食料の確保 

    ２ 応援用食料の調達・供給体制の整備（２－１１－２） 

     (2) 次の食料について、災害が発生した場合、関係団体、民間企業等に対し、直ちに出荷要請を行うことができる

よう、応援協定を締結するなど体制を整備するとともに、これらの食料の調達可能量（流通在庫量又は製造能力）

の把握に努めるものとする。 

      ・精米、パン、おにぎり、弁当、即席めん、育児用調整粉乳、缶詰、食物アレルギー対応食品等 

 

 

 

 

 

中央防災会議防

災基本計画の修

正 

 

 

 

 

 

 

中央防災会議防

災基本計画の修

正 

 

 

 

 

 

中央防災会議防

災基本計画の修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DWAT の組成によ

る修正 

 

 

 

 

 

 

 

中央防災会議防

災基本計画の修

正 
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現 行 修 正 案 備 考 

第１６章 交通災害予防対策 

  第１節 海上災害予防計画 

   第１項 海上災害予防対策（２－１６－２） 

    ２ 運輸支局、海事事務所、管区海上保安本部・海上保安部署（港長）、港湾・漁港管理者（２―１６－２） 

       (1) 海上交通安全のための情報の充実 

           海図、水路書誌等水路図誌の整備を図るものとする。 

           水路通報、航行警報、気象通報等船舶交通の安全に必要な情報提供体制の整備を図るものとする。 

 

第２節 航空災害予防計画 

    第１項 航空災害予防対策 

     １  航空交通の安全のための情報の充実（２－１６－６） 

        (1) 福岡航空地方気象台は、岩国空港及び山口宇部空港において、航空交通の安全確保及び飛行場における災害防

止のため、飛行場及び飛行場周辺の気象状態を正確かつ迅速に観測通報を実施するものとする。また、各種気象

資料や予報等をもとに気象状況を把握し、航空交通機関・運航管理者・機長等に対し、空港の特性に応じた気象

解説及び気象資料の提供を行うものとする。 

 

  第３節 陸上交通災害予防計画 

    第１項 道路 

     １  現況（２－１６－９） 

      本県における現在の道路体系は、高速自動車国道の中国自動車道、山陽自動車道、関門自動車道及び１７本の一般

国道を軸として、これに県道、市町道が連携し、実延長１６，７５１．７ｋｍにおよぶ道路網を形成している。 

その道路種別内訳は、高速自動車国道２５７．４ｋｍ、国道１，１１１．６ｋｍ、県道２，８０１．２ｋｍ、 

市町道１２，５８１．７ｋｍとなっている。このうち、国道・県道の改良率では全国平均６２．７％、山口県６ 

１．８％となっている（道路統計年報２０２１より）。 

 

 

第７項 放射性物質の災害予防対策（２－１７－１５） 

１ 放射性同位元素（放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律、電離放射線障害防止規則） 

(1) 放射線障害予防規程の設定（同法第２１条） 

      ア 届け出－販売業者等は、予防規定を作成し、原子力規制委員会に届出を要する。 

      イ 規定の内容 

       (ｱ)～(ｺ)（省略） 

      ウ 規定の変更－原子力規制委員会は、放射線障害の発生を防止するために、必要があると認めるときは、使 

用者等に規定の変更を命ずることができる 

 

第３編 災害応急対策計画 
第１章 応急活動計画 

第１節 県の活動体制 

第１項 災害対策本部の設置 

２ 県本部の組織 （３－１－３） 

   図表中の 

    産業戦略部長 

    商工労働部長 

    産業戦略部 

商工労働対策部 

商工労働部 

 

第１６章 交通災害予防対策 

  第１節 海上災害予防計画 

   第１項 海上災害予防対策（２－１６－２） 

    ２ 運輸支局、海事事務所、管区海上保安本部・海上保安部署（港長）、港湾・漁港管理者（２―１６－２） 

       (1) 海上交通安全のための情報の充実 

           海図、水路書誌等水路図誌の整備を図るものとする。 

           水路通報、航行警報等船舶交通の安全に必要な情報提供体制の整備を図るものとする。 

 

第２節 航空災害予防計画 

    第１項 航空災害予防対策 

     １  航空交通の安全のための情報の充実（２－１６－６） 

        (1) 福岡航空地方気象台は、岩国空港及び山口宇部空港において、航空交通の安全確保及び飛行場における災害防

止のため、飛行場及び飛行場周辺の気象状態を正確かつ迅速に観測データの提供を実施するものとする。また、

各種気象資料や予報等をもとに気象状況を把握し、航空交通機関・運航管理者・機長等に対し、空港の特性に応

じた気象解説及び気象資料の提供を行うものとする。 

 

第３節 陸上交通災害予防計画 

    第１項 道路 

     １  現況（２－１６－９） 

      本県における現在の道路体系は、高速自動車国道の中国自動車道、山陽自動車道、関門自動車道及び１７本 

の一般国道を軸として、これに県道、市町道が連携し、実延長１６，７５１．７ｋｍにおよぶ道路網を形成し 

ている。 

その道路種別内訳は、高速自動車国道２５７．４ｋｍ、国道１，１１１．４ｋｍ、県道２，８０１．２ｋｍ、 

市町道１２，５８１．７ｋｍとなっている。このうち、国道・県道の改良率では全国平均６３．０％山口県６ 

２．０％となっている（道路統計年報２０２１より）。 

 

第７項 放射性物質の災害予防対策（２－１７－１５） 

１ 放射性同位元素（放射性同位元素等の規制に関する法律、電離放射線障害防止規則） 

(1) 放射線障害予防規程の設定（同法第２１条） 

      ア 届け出－販売業者等は、予防規程を作成し、原子力規制委員会に届出を要する。 

      イ 規程の内容 

       (ｱ)～(ｺ)（省略） 

      ウ 規程の変更－原子力規制委員会は、放射線障害の発生を防止するために、必要があると認めるときは、 

使用者等に規程の変更を命ずることができる。 

 
第３編 災害応急対策計画 
第１章 応急活動計画 

第１節 県の活動体制 

第１項 災害対策本部の設置 

２ 県本部の組織 （３－１－３）  

    図表中の 

    （削除） 

    産業労働部長 

    （削除） 

産業労働対策部 

産業労働部 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

法律名の変更に

伴う修正 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 
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現 行 修 正 案 備 考 

第２項 県本部の運営 

２ 部  

 (1) 部の構成（３－１－４） 

部は本庁における災害対策活動実施組織として、本部員会議の決定した方針に基づき災害対策業務の 

実施に当たる。 

県本部に置く部及び構成する組織は、次のとおりとする。 

部  の  名  称 部 を 構 成 す る 組 織           部    長 副  部  長 

総 務 部         

総 合 企 画 部         

東 京 連 絡 部         

産 業 戦 略 部         

環境生活対策部         

災 害 救 助 部         

商工労働対策部          

観光スポーツ文化対策部         

農林水産対策部         

土木建築対策部         

経     理     部         

企 業 対 策 部         

文 教 対 策 部         

公     安     部         

総 務 部 

総 合 企 画 部 

東 京 事 務 所 

産 業 戦 略 部 

環 境 生 活 部 

健 康 福 祉 部 

商 工 労 働 部 

観 光 ス ポ ー ツ 文 化 部 

農 林 水 産 部 

土 木 建 築 部 

会 計 管 理 局 

企 業 局 

教 育 庁 

警 察 本 部 

総 務 部 長 

総 合 企 画 部 長 

東 京 事 務 所 長 

産 業 戦 略 部 長 

環 境 生 活 部 長 

健 康 福 祉 部 長 

商 工 労 働 部 長 

観光スポーツ文化部長 

農 林 水 産 部 長 

土 木 建 築 部 長 

会 計 管 理 局 長 

公 営 企 業 管 理 者 

教 育 長 

警 察 本 部 長 

総 務 部 次 長 

総 合 企 画 部 次 長 

東 京 事 務 所 次 長 

産 業 戦 略 部 次 長 

環 境 生 活 部 次 長 

健 康 福 祉 部 次 長 

商 工 労 働 部 次 長 

観光スポーツ文化部次長 

農 林 水 産 部 次 長 

土 木 建 築 部 次 長 

会 計 課 長 

企 業 局 長 

副 教 育 長 

警 備 部 長 

 

     (2) 部の設置基準（３－１－５） 

      予想される災害の程度又は発生した災害形態により異なるが、おおむね次のとおりとする 

部   名 風 水 害 豪    雪 火 事 ､ 爆 発       その他の災害 

産 業 戦 略 部            必 置 災害規模による 災害規模による 災害形態による 

商工労働対策部            必 置 災害規模による 災害形態による 
（火薬関係）        

災害規模による 

 

 

 

第４項 班の編成及び所掌事務（３－１－１２） 

  部     班   担  当  課 部  の  所  掌  事  務 

産業 

 戦略部 

 

産業戦略 

 

産業戦略部 

 

１ 部内及び本部室班との連絡調整に関すること。 

 

災害 

 救助部 

 

救助総務 

 

厚 政 課 

 

 

１  部内各班、関係出先機関及び本部室班との連絡調整に関すること。 

２  関係施設の被害状況のとりまとめ及び応急復旧に関するこ                           と。 

３  災害救助法の適用に関すること。 

４  災害救助に関する計画の総括及び活用に関すること。 

５  日赤救護班等、救助に関する防災関係機関との連絡調整に関する

こと。 

６  義援金品の配分に関すること。 

７  市町の救助事務の指導、支援及び連絡調整に関すること。 

８  一般被災関係の被害状況のとりまとめに関すること。 

９  社会福祉施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

10  災害ボランティアの活動支援に関すること。 

11  災害救助基金に関すること。（生活必要品等の備蓄を含                           む。）  

第２項 県本部の運営 

２ 部  

 (1) 部の構成（３－１－４） 

      部は本庁における災害対策活動実施組織として、本部員会議の決定した方針に基づき災害対策業務の 

実施に当たる。 

県本部に置く部及び構成する組織は、次のとおりとする。 

部  の  名  称 部 を 構 成 す る 組 織           部    長 副  部  長 

総 務 部         

総 合 企 画 部         

東 京 連 絡 部         

（削除） 

環境生活対策部         

災 害 救 助 部         

産業労働対策部          

観光スポーツ文化対策部         

農林水産対策部         

土木建築対策部         

経     理     部         

企 業 対 策 部         

文 教 対 策 部         

公     安     部         

総 務 部 

総 合 企 画 部 

東 京 事 務 所 

（削除） 

環 境 生 活 部 

健 康 福 祉 部 

産 業 労 働 部 

観 光 ス ポ ー ツ 文 化 部 

農 林 水 産 部 

土 木 建 築 部 

会 計 管 理 局 

企 業 局 

教 育 庁 

警 察 本 部 

総 務 部 長 

総 合 企 画 部 長 

東 京 事 務 所 長 

（削除） 

環 境 生 活 部 長 

健 康 福 祉 部 長 

産 業 労 働 部 長 

観光スポーツ文化部長 

農 林 水 産 部 長 

土 木 建 築 部 長 

会 計 管 理 局 長 

公 営 企 業 管 理 者 

教 育 長 

警 察 本 部 長 

総 務 部 次 長 

総 合 企 画 部 次 長 

東 京 事 務 所 次 長 

（削除） 

環 境 生 活 部 次 長 

健 康 福 祉 部 次 長 

産 業 労 働 部 次 長 

観光スポーツ文化部次長 

農 林 水 産 部 次 長 

土 木 建 築 部 次 長 

会 計 課 長 

企 業 局 長 

副 教 育 長 

警 備 部 長 

 

(2) 部の設置基準（３－１－５） 

      予想される災害の程度又は発生した災害形態により異なるが、おおむね次のとおりとする 

部   名 風 水 害 豪    雪 火 事 ､ 爆 発       その他の災害 

（削除） （削除） （削除） （削除） （削除） 

産業労働対策部             必 置 災害規模による 災害形態による 
（火薬関係）        

災害規模による 

 

 

 

第４項 班の編成及び所掌事務（３－１－１２） 

  部     班   担  当  課 部  の  所  掌  事  務 

（削除） （削除） （削除） （削除） 

 

災害 

 救助部 

 

救助総務 

 

厚 政 課 

 

 

１  部内各班、関係出先機関及び本部室班との連絡調整に関すること。 

２  関係施設の被害状況のとりまとめ及び応急復旧に関するこ                           と。 

３  災害救助法の適用に関すること。 

４  災害救助に関する計画の総括及び活用に関すること。 

５  日赤救護班等、救助に関する防災関係機関との連絡調整に関する

こと。 

６  義援金品の配分に関すること。 

７  市町の救助事務の指導、支援及び連絡調整に関すること。 

８  一般被災関係の被害状況のとりまとめに関すること。 

９  社会福祉施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

10  災害ボランティアの活動支援に関すること。 

11  災害救助基金に関すること。（生活必要品等の備蓄を含                           む。）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 
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現 行 修 正 案 備 考 

12  被災地における民生安定に関すること。     

13  その他災害救助対策に関すること。 

 

 

商工労働 

対策部 

 

商工総務 

 

商政課 

 

 

１  部内各班及び本部室班との連絡調整に関すること。        

２  商工業、鉱業施設の被害調査及び応急復旧に関すること。  

３  火薬類の保安対策に関すること。                        

４  生活物資の確保、復旧復興資材の安定供給の要請に関すること。 

５  電力の安定供給についての要請に関すること。             

６  その他応急商工業対策に関すること。 

 

 

経営金融 

 

経営金融課 

 

７  中小企業の被害調査及び応急復旧に関すること。 

８  中小企業の金融に関すること。 

 

労働対策 

 

労働政策課 

 

９  山口労働局・公共職業安定所との連絡調整等に関すること。 

10  被災による失業者の就職支援に関すること。 

11  災害応急対策、復興に必要な労務の確保に関すること。 

 

協力班 

 

新 産 業 振 興 課      

企 業 立 地 推 進 課      

 

12  当該課の災害対策関連事務の処理。 

13  部内の各班、他部の応援に関すること。 

 

 

観光スポーツ 

文化対策部 

 

外国人 

対策 

 

 

 

国 際 課 

 

 

 

 

５ 外国人に対する安全確保等の情報提供に関すること。 

６ 災害時における外国人への避難活動計画等に係る啓発に関すること。 

７ 外国人の安否情報に関すること。 

８ 外国語通訳（ボランティア）の育成、登録に関すること。 

 

協力班 

 

 

 

 

観光プロモーション推進室 

ｲ ﾝ ﾊ ﾞ ｳ ﾝ ﾄ ﾞ 推進室 

ｽ ﾎ ﾟ ｰ ﾂ 推 進 課      

文化振興課 

県 史 編 さ ん 室      

 

９ 被災文化財の保護、修復に関すること 

10 当該課（室）の災害対策関連事務の処理。 

11 部内の各班、他部の応援に関すること。 

 

 

文教 

  対策部 

 

 

学校教育 

 

 

 

 

教 職 員 課      

義務教育課 

高校教育課 

特別支援教育推進室      

 

７  応急教育の実施に関すること。 

８  被災児童生徒に対する学用品の供与等援護措置に関するこ                            と。 

９  学校施設における避難者の救援活動への協力に関すること。 

 

第５項 地方機関の所掌事務 

４ 地方機関の所掌事務（３－１－１８） 

対策部・班 関 係 機 関                     所          掌          事          務 

 

災害救助部 

救助総務班 

 

 

 

 

 

 

健康福祉センター         

 

 

 

 

 

 

 

(1) 一般被災関係及び社会福祉施設の被害状況の調査報告に関すること。 

(2) 現地における災害救助関係機関との連絡調整に関すること。 

(3) 災害救助法に基づく救助の実施に関すること。 

(4) 市町の救助業務の指導及び連絡調整に関すること。 

(5) 救援物資の現地配分、配送に関すること。 

(6) その他災害救助部長が指示する事務又は業務。 

(7) 庁舎の被害状況の調査報告に関すること。 

   

12  被災地における民生安定に関すること。  

13  保健医療福祉活動の総合調整に関すること。  

14  その他災害救助対策に関すること。 

 

産業労働 

対策部 

 

産業総務 

 

産業政策課 

 

 

１  部内各班及び本部室班との連絡調整に関すること。        

２  商工業、鉱業施設の被害調査及び応急復旧に関すること。  

３  火薬類の保安対策に関すること。                        

４  生活物資の確保、復旧復興資材の安定供給の要請に関すること。 

５  電力の安定供給についての要請に関すること。    

６  その他応急商工業対策に関すること。 

 

 

経営金融 

 

経営金融課 

 

７  中小企業の被害調査及び応急復旧に関すること。 

８  中小企業の金融に関すること。 

 

労働対策 

 

労働政策課 

 

９  山口労働局・公共職業安定所との連絡調整等に関すること。 

10  被災による失業者の就職支援に関すること。 

11  災害応急対策、復興に必要な労務の確保に関すること。 

 

協力班 

 

産業脱炭素化推進室 

企業立地推進課  

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進課  

産業人材課 

 

12  当該課（室）の災害対策関連事務の処理。 

13  部内の各班、他部の応援に関すること。 

観光スポーツ 

文化対策部 

 

外国人 

対策 

 

 

 

国 際 課 

 

 

 

５ 外国人に対する安全確保等の情報提供に関すること。 

６ 外国人の安否情報に関すること。 

７ 山口県災害時多言語支援センターに関すること。 

 

協力班 

 

 

 

 

観光プロモーション推進室 

ｲ ﾝ ﾊ ﾞ ｳ ﾝ ﾄ ﾞ 推 進 室 

ｽ ﾎ ﾟ ｰ ﾂ 推 進 課      

文化振興課 

（削除） 

 

８ 被災文化財の保護、修復に関すること 

９ 当該課（室）の災害対策関連事務の処理。 

10 部内の各班、他部の応援に関すること。 

 

 

文教 

  対策部 

 

 

学校教育 

 

 

 

 
教育情報化推進室 

教 職 員 課      

義務教育課 

高校教育課 

特別支援教育推進室      

 

７  ICT機器等を活用した応急教育の実施に関すること。 

８  被災児童生徒に対する学用品の供与等援護措置に関するこ                            と。 

９  学校施設における避難者の救援活動への協力に関すること。 

 

 

第５項 地方機関の所掌事務 

４ 地方機関の所掌事務（３－１－１８） 

対策部・班 関 係 機 関                     所          掌          事          務 

 

災害救助部 

救助総務班 

 

 

 

 

 

 

健康福祉センター         

 

 

 

 

 

 

 

(1) 一般被災関係及び社会福祉施設の被害状況の調査報告に関すること。 

(2) 現地における災害救助関係機関との連絡調整に関すること。 

(3) 災害救助法に基づく救助の実施に関すること。 

(4) 市町の救助業務の指導及び連絡調整に関すること。 

(5) 救援物資の現地配分、配送に関すること。 

(6) 現地における保健医療福祉活動の総合調整に関すること。 

(7) その他災害救助部長が指示する事務又は業務。 

(8) 庁舎の被害状況の調査報告に関すること。 

   

厚労省通知を踏

まえた修正 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚労省通知を踏

まえた修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

医  務  班 

 

 

 

 

健康福祉センター         

（環境保健所）         

 

 

 

(8) 医療施設に係る被害状況の調査報告に関すること。 

(9) 被災者の救助、医療救護に関すること。 

(10)地区医師会、医療機関との連絡調整及び県本部との間の調整に関 

すること。 

(11)医療に関して市町の指導及び応援に関すること。 

 

健康管理・ 

  防疫班 

 

 

 

 

健康福祉センター         

（環境保健所）         

 

(12)被災者の健康管理、保健相談に関すること。                   

(13)保健、防疫に関して市町の指導及び応援に関すること。       

 

精神保健福祉 

    センター 

 

(14)健康福祉センター（環境保健所）が実施するメンタルヘルスケア 

  の支援に関すること。                                        

 

薬  務  班 

 

 

健康福祉センター         

（環境保健所）         

 

(15)医薬品及び衛生器材の確保に関すること。 

(16)毒物、劇物等の保安対策の指導、応急対策に関すること。 

 

 

 

その他の出先機関 

 

(17)総務部のその他の出先機関が実施する業務に準じる。 

 

商工労働対策部 

 

 

 

(1) 総務部のその他の出先機関が実施する業務に準じる。 

 
第５節 災害対策総合連絡本部 

１ 設置期間（３－１－２３） 

 (1)～(4)（省略） 

 (5) 西日本旅客鉄道（株）広島支社長又はその指名する者……ＩＲの事故の場合 

 
 第２章 災害情報の収集・伝達計画 

  第１節 災害情報計画 

   第１項 気象警報・注意報等（３－２－５） 

    気象特別警報・警報・注意報等の種類と概要 

種  類 概  要 

記録的短時間大雨情報 県内で、数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観測(地上の

雨量計による観測)又は解析(気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析)し

たときに、府県気象情報の一種として発表する。この情報が発表されたときは、土

砂災害や低地の浸水、中小河川の増水・氾濫といった災害発生につながるような猛

烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が高まっている場所につ

いては、警報の「危険度分布」で確認する必要がある。 

  

 

    特別警報発表基準（３－２－５） 

現象の種類 基 準 

（省略） （省略） 

   （注）発表にあたっては、降水量、積雪量、台風の中心気圧、最大風速などについて過去の災害事例に照らして算出した

客観的な指標を設け、これらの実況および予想に基づいて判断される。 

  

 

    警報・注意報発表基準一覧表（３－２－５）                    令和３年６月８日現在 

発表官署 下関地方気象台  
土砂災害警戒情報 大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生してもおかしくない状況となっ

たときに、府県気象情報の一種として都道府県と気象庁が共同で発表する。実際に災害発生の危険度が
高まっている場所については、警報の「危険度分布」で確認するなど、自らの避難が必要な警戒レベル
４相当。 

 

医  務  班 

 

 

 

 

健康福祉センター         

（環境保健所）         

 

 

 

(9) 医療施設に係る被害状況の調査報告に関すること。 

(10)被災者の救助、医療救護に関すること。 

(11)地区医師会、医療機関との連絡調整及び県本部との間の調整に関 

すること。 

(12)医療に関して市町の指導及び応援に関すること。 

 

健康管理・ 

  防疫班 

 

 

 

 

健康福祉センター         

（環境保健所）         

 

(13)被災者の健康管理、保健相談に関すること。                   

(14)保健、防疫に関して市町の指導及び応援に関すること。       

 

精神保健福祉 

    センター 

 

(15)健康福祉センター（環境保健所）が実施するメンタルヘルスケア 

  の支援に関すること。                                        

 

薬  務  班 

 

 

健康福祉センター         

（環境保健所）         

 

(16)医薬品及び衛生器材の確保に関すること。 

(17)毒物、劇物等の保安対策の指導、応急対策に関すること。 

 

 

 

その他の出先機関 

 

(18)総務部のその他の出先機関が実施する業務に準じる。 

 

産業労働対策部 

 

 

 

(1) 総務部のその他の出先機関が実施する業務に準じる。 

 

第５節 災害対策総合連絡本部 

１ 設置期間（３－１－２３） 

 (1)～(4)（省略） 

 (5) 西日本旅客鉄道（株）中国統括本部長又はその指名する者……ＩＲの事故の場合 

 

 第２章 災害情報の収集・伝達計画 

  第１節 災害情報計画 

   第１項 気象警報・注意報等（３－２－５） 

    気象特別警報・警報・注意報等の種類と概要 

種  類 概  要 

記録的短時間大雨情報 大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な雨（１時間降水量）

が観測(地上の雨量計による観測)又は解析(気象レーダーと地上の雨量計を組み合

わせた分析)され、かつ、キキクル（危険度分布）の「危険」（紫）が出現している

場合に、気象庁から発表される。この情報が発表されたときは、土砂災害及び、低

地の浸水や中小河川の増水・氾濫による災害発生につながるような猛烈な雨が降っ

ている状況であり、実際に災害発生の危険度が高まっている場所をキキクルで確認

する必要がある。 

 

特別警報発表基準（３－２－５） 

現象の種類 基 準 

（省略） （省略） 

   （注）発表にあたっては、指数（土壌雨量指数、表面雨量指数、流域雨量指数）、積雪量、台風の中心気圧、最大風速な

どについて過去の災害事例に照らして算出した客観的な指標を設け、これらの実況および予想に基づいて判断され

る。 

 

警報・注意報発表基準一覧表（３―２－５）                   令和４年５月２６日現在 

発表官署 下関地方気象台  
土砂災害警戒情報 大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生してもおかしくない状況となっ

たときに、山口県と気象庁が共同で発表する。実際に災害発生の危険度が高まっている場所については
、警報の「危険度分布」で確認するなど、自らの避難が必要な警戒レベル４相当。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

基準変更 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案 備 考 

  別表２ 洪水警報基準（３－２－８）                               令和３年６月８日現在 

市町村等をまとめた

地域 

市町村等 流域雨量指数基準 複合基準＊1 指定河川洪水予報による基準 

宇部・山陽小野田 宇部市 梅田川流域=7.2，善和川流域=9.4，  

甲山川流域=11.5，雑佐川流域=7.2，  

大田川流域=21.6，沢波川流域=6.8，  

真締川流域=8.4，有帆川流域=17.1 

梅田川流域=（8，6.4）， 

雑佐川流域=（8，6.4）， 

大田川流域=（14，19.4）， 

沢波川流域=（8，6.1）， 

真締川流域=（8，7.5） 

厚東川水系厚東川［持世寺］ 

山陽小野田市 前場川流域=9.2，厚狭川流域=31.7，  

有帆川流域=15 

厚狭川流域=（8，28.5）， 

有帆川流域=（14，13.5） 

－ 

山口・防府 山口市 阿武川流域=21.9，南若川流域=7.2， 

沖田川流域=16.5，生雲川流域=17.1， 

蔵目喜川流域=19.9，篠目川流域=10.6， 

坂本川流域=10.8，問田川流域=16.4， 

九田川流域=15，吉敷川流域=9.3， 

一の坂川流域=6.6，四十八瀬川流域=10.9， 

今津川流域=4.8，井関川流域=9.5， 

島地川流域=25.3，矢井川流域=6.1， 

三谷川流域=13，滑川流域=10.4 

阿武川流域=（10，19.7）， 

南若川流域=（10，6.8）， 

問田川流域=（8，14.7）， 

吉敷川流域=（10，8.3）， 

椹野川流域=（8，22.6） 

佐波川［漆尾・堀］， 

椹野川水系椹野川［朝田・鰐石］， 

椹野川水系仁保川［御堀橋］ 

防府市 横曽根川流域=8.8，剣川流域=6.6， 

久兼川流域=8.9，馬刀川流域=6.5， 

柳川流域=8.1 

馬刀川流域=（8，6.4） 佐波川［新橋・漆尾］ 

岩国 岩国市 生見川流域=13.7，本郷川流域=19.9， 

宇佐川流域=25.4，木谷川流域=15.8， 

野谷川流域=9.2，根笠川流域=23.3， 

保木川流域=12.5，御庄川流域=18.9， 

由宇川流域=18.5，島田川流域=29.6， 

中山川流域=12.4，東川流域=16.3， 

笹見川流域=7.5，長野川流域=6.6 

宇佐川流域=（8，22.8）， 

保木川流域=（8，11.2）， 

御庄川流域=（8，17）， 

錦川流域=（8，49.4）， 

門前川流域=（8，6.8）， 

島田川流域=（8，26.6） 

小瀬川［小川津・両国橋］， 

錦川水系錦川下流部［臥龍橋］， 

錦川水系錦川中流部［南桑］ 

和木町  － 小瀬川［小川津・両国橋］ 

 

 

 

  別表４ 洪水注意報基準（３－２－１０）                               令和３年６月８日現在 

市町村等をまとめた

地域 

市町村等 流域雨量指数基準 複合基準＊1 指定河川洪水予報による基準 

山口・防府 山口市 阿武川流域=16.3，南若川流域=5.7， 

沖田川流域=13.2，生雲川流域=13.6， 

蔵目喜川流域=15.5，篠目川流域=8.4， 

坂本川流域=8.6，問田川流域=13.1， 

九田川流域=12，吉敷川流域=7.4， 

一の坂川流域=5.2，四十八瀬川流域=8.7， 

今津川流域=3.7，井関川流域=7.6， 

島地川流域=20.2，矢井川流域=4.8， 

三谷川流域=10.4，滑川流域=8.3 

阿武川流域=（6，16.3）， 

南若川流域=（6，5.7）， 

生雲川流域=（6，13.6）， 

蔵目喜川流域=（6，15.5）， 

問田川流域=（5，13.1）， 

九田川流域=（10，9.6）， 

吉敷川流域=（10，7.4）， 

椹野川流域=（8，20.1）， 

今津川流域=（9，2.6） 

佐波川［漆尾・堀］， 

椹野川水系椹野川［朝田・鰐石］， 

椹野川水系仁保川［御堀橋］ 

別表２ 洪水警報基準（３－２－８）                           令和４年５月２６日現在 

市町村等をまとめた

地域 

市町村等 流域雨量指数基準 複合基準＊1 指定河川洪水予報による基準 

宇部・山陽小野田 宇部市 梅田川流域=7.2，善和川流域=9.4，  

甲山川流域=11.5，雑佐川流域=7.2，  

大田川流域=21.6，沢波川流域=6.8，  

真締川流域=8.4，有帆川流域=17.1 

梅田川流域=（8，6.4）， 

雑佐川流域=（8，6.4）， 

大田川流域=（14，19.4）， 

沢波川流域=（8，6.1）， 

真締川流域=（8，7.5） 

厚東川水系厚東川［持世寺］ 

山陽小野田市 前場川流域=9.2，厚狭川流域=31.7，  

有帆川流域=15 

厚狭川流域=（8，28.5）， 

有帆川流域=（18，13.5） 

－ 

山口・防府 山口市 阿武川流域=21.9，南若川流域=7.2， 

沖田川流域=16.5，生雲川流域=17.1， 

蔵目喜川流域=19.9，篠目川流域=10.6， 

坂本川流域=10.8，問田川流域=16.4， 

九田川流域=15，吉敷川流域=9.3， 

一の坂川流域=6.6，四十八瀬川流域=10.9， 

今津川流域=4.8，井関川流域=9.5， 

島地川流域=25.3，矢井川流域=6.1， 

三谷川流域=13，滑川流域=10.4 

阿武川流域=（10，19.7）， 

南若川流域=（10，6.8）， 

問田川流域=（10，14.7）， 

吉敷川流域=（10，8.3）， 

椹野川流域=（8，22.6） 

佐波川［漆尾・堀］， 

椹野川水系椹野川［朝田・鰐石］， 

椹野川水系仁保川［御堀橋］ 

防府市 横曽根川流域=8.8，剣川流域=6.6， 

久兼川流域=8.9，馬刀川流域=6.5， 

柳川流域=8.1 

馬刀川流域=（8，6.4） 佐波川［新橋・漆尾］ 

岩国 岩国市 生見川流域=13.7，本郷川流域=19.9， 

宇佐川流域=25.4，木谷川流域=15.8， 

野谷川流域=9.2，根笠川流域=23.3， 

保木川流域=12.9，御庄川流域=18.9， 

由宇川流域=18.5，島田川流域=29.6， 

中山川流域=12.4，東川流域=16.3， 

笹見川流域=7.5，長野川流域=6.6 

宇佐川流域=（8，22.8）， 

保木川流域=（8，11.6）， 

御庄川流域=（8，17）， 

錦川流域=（8，49.4）， 

門前川流域=（8，6.8）， 

島田川流域=（8，29.4） 

小瀬川［小川津・両国橋］， 

錦川水系錦川下流部［臥龍橋］， 

錦川水系錦川中流部［南桑］ 

和木町  － 小瀬川［小川津・両国橋］ 

 

別表４ 洪水注意報基準（３－２－１０）                             令和４年５月２６日現在 

市町村等をまとめた

地域 

市町村等 流域雨量指数基準 複合基準＊1 指定河川洪水予報による基準 

山口・防府 山口市 阿武川流域=16.3，南若川流域=5.7， 

沖田川流域=13.2，生雲川流域=13.6， 

蔵目喜川流域=15.5，篠目川流域=8.4， 

坂本川流域=8.6，問田川流域=13.1， 

九田川流域=12，吉敷川流域=7.4， 

一の坂川流域=5.2，四十八瀬川流域=8.7， 

今津川流域=3.7，井関川流域=7.6， 

島地川流域=20.2，矢井川流域=4.8， 

三谷川流域=10.4，滑川流域=8.3 

阿武川流域=（6，16.3）， 

南若川流域=（6，5.7）， 

生雲川流域=（6，13.6）， 

蔵目喜川流域=（6，15.5）， 

問田川流域=（6，13.1）， 

九田川流域=（10，9.6）， 

吉敷川流域=（10，7.4）， 

椹野川流域=（8，20.1）， 

今津川流域=（10，2.6） 

佐波川［漆尾・堀］， 

椹野川水系椹野川［朝田・鰐石］， 

椹野川水系仁保川［御堀橋］ 

基準変更 
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現 行 修 正 案 備 考 

防府市 横曽根川流域=7，剣川流域=5.2， 

久兼川流域=7.1，馬刀川流域=4， 

柳川流域=6.4 

久兼川流域=（9，5.7）， 

馬刀川流域=（5，4）， 

柳川流域=（5，5.5） 

佐波川［新橋・漆尾］ 

岩国 岩国市 生見川流域=10.9，本郷川流域=15.9， 

宇佐川流域=20.3，木谷川流域=12.6， 

野谷川流域=7.3，根笠川流域=18.6， 

保木川流域=10，御庄川流域=15.1， 

由宇川流域=14.8，島田川流域=23.6， 

中山川流域=9.9，東川流域=13， 

笹見川流域=6，長野川流域=5.2 

宇佐川流域=（8，16.2）， 

根笠川流域=（9，18.6）， 

保木川流域=（5，10）， 

御庄川流域=（5，15.1）， 

錦川流域=（8，44.5）， 

門前川流域=（5，5.7）， 

島田川流域=（5，21.2）， 

東川流域=（5，13）， 

笹見川流域=（5，6）， 

長野川流域=（5，4.6） 

小瀬川［小川津・両国橋］， 

錦川水系錦川下流部［臥龍橋］， 

錦川水系錦川中流部［南桑］ 

和木町  － 小瀬川［小川津・両国橋］ 

萩・美祢 萩市 橋本川流域=32.2，玉江川流域=5.9， 

阿武川流域=40.7，明木川流域=17.2， 

惣田川流域=9.5，佐々並川流域=15.4， 

日南瀬川流域=7.2，野戸呂川流域=7.1， 

蔵目喜川流域=10，立野川流域=7.6， 

庄屋川流域=6.2，大井川流域=18.3， 

福井川流域=5，須佐川流域=5.6， 

江津川流域=8.1，田万川流域=18.4， 

鈴野川流域=11.9，原中川流域=7.6 

玉江川流域=（7，5.9）， 

阿武川流域=（7，32.6）， 

明木川流域=（5，17.2）， 

蔵目喜川流域=（7，8）， 

大井川流域=（5，17.7）， 

須佐川流域=（7，4.5）， 

江津川流域=（5，8.1）， 

田万川流域=（5，16.1）， 

原中川流域=（7，6.1） 

－ 

美祢市 大田川流域=16.2，長田川流域=11.3， 

湯の上川流域=4.2，厚東川流域=19， 

青景川流域=7.7，河原上川流域=6.6， 

本郷川流域=6.5，麦川川流域=5.9， 

厚狭川流域=21.2，原川流域=9.9， 

伊佐川流域=9.8，日野川流域=6.9， 

三隅川流域=4.8 

麦川川流域=（6，5.8）， 

厚狭川流域=（5，21.2）， 

原川流域=（5，9.9）， 

伊佐川流域=（5，9.8） 

－ 

阿武町 大井川流域=12.6，郷川流域=10.2 大井川流域=（5，12.6） － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防府市 横曽根川流域=7，剣川流域=5.2， 

久兼川流域=7.1，馬刀川流域=5.2， 

柳川流域=6.4 

久兼川流域=（9，5.7）， 

馬刀川流域=（5，5.2）， 

柳川流域=（5，6.4） 

佐波川［新橋・漆尾］ 

岩国 岩国市 生見川流域=10.9，本郷川流域=15.9， 

宇佐川流域=20.3，木谷川流域=12.6， 

野谷川流域=7.3，根笠川流域=18.6， 

保木川流域=10.3，御庄川流域=15.1， 

由宇川流域=14.8，島田川流域=23.6， 

中山川流域=9.9，東川流域=13， 

笹見川流域=6，長野川流域=5.2 

宇佐川流域=（8，16.2）， 

根笠川流域=（9，18.6）， 

保木川流域=（5，10.3）， 

御庄川流域=（5，15.1）， 

錦川流域=（8，44.5）， 

門前川流域=（5，5.7）， 

島田川流域=（5，21.2）， 

東川流域=（5，13）， 

笹見川流域=（5，6）， 

長野川流域=（5，4.6） 

小瀬川［小川津・両国橋］， 

錦川水系錦川下流部［臥龍橋］， 

錦川水系錦川中流部［南桑］ 

和木町  － 小瀬川［小川津・両国橋］ 

萩・美祢 萩市 橋本川流域=32.2，玉江川流域=5.9， 

阿武川流域=40.7，明木川流域=17.2， 

惣田川流域=9.5，佐々並川流域=15.4， 

日南瀬川流域=7.2，野戸呂川流域=7.1， 

蔵目喜川流域=10，立野川流域=7.6， 

庄屋川流域=6.2，大井川流域=18.3， 

福井川流域=5，須佐川流域=5.6， 

江津川流域=8.1，田万川流域=18.4， 

鈴野川流域=11.9，原中川流域=7.6 

玉江川流域=（7，5.9）， 

阿武川流域=（7，32.6）， 

明木川流域=（5，17.2）， 

蔵目喜川流域=（7，8）， 

大井川流域=（5，17.7）， 

須佐川流域=（7，4.5）， 

江津川流域=（5，8.1）， 

田万川流域=（5，16.1）， 

原中川流域=（7，6.1） 

－ 

美祢市 大田川流域=16.2，長田川流域=11.3， 

湯の上川流域=4.2，厚東川流域=19， 

青景川流域=7.7，河原上川流域=6.6， 

本郷川流域=6.5，麦川川流域=5.9， 

厚狭川流域=21.2，原川流域=9.9， 

伊佐川流域=9.8，日野川流域=6.9， 

三隅川流域=4.8 

麦川川流域=（6，5.8）， 

厚狭川流域=（5，21.2）， 

原川流域=（5，9.9）， 

伊佐川流域=（5，9.8） 

－ 

阿武町 大井川流域=15.2，郷川流域=10.2 大井川流域=（5，12.6） － 
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現 行 修 正 案 備 考 

第２章 災害情報の収集・伝達計画 

第１節 災害情報計画 

第２項 気象警報・注意報等及び気象情報に係る伝達 

 １ 気象台からの伝達系統図 （３－２－１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 県における伝達系統図 

(2) 県庁内の伝達系統図 （３－２－１６） 

        図表中の 

        ＊商政課 

 

 

   第３項 関係機関による措置事項 

    １ 気象警報・注意報等及び気象情報の伝達（３－２－２０） 

関係機関                       措          置        内        容 

管区海上保安本部

・海上保安部署 

 

気象警報・注意報等及び気象情報の伝達 

  災害のおそれのある気象警報・注意報等について、下関地方気象台等から通報を受け

たときは、航行警報、安全通報、標識の掲揚並びに巡視船艇及び航空機による巡回等によ

り直ちに周知するとともに、必要に応じて関係事業所に周知する。 

 

 

 

 

 

第２章 災害情報の収集・伝達計画 

第１節 災害情報計画 

第２項 気象警報・注意報等及び気象情報に係る伝達 

 １ 気象台からの伝達系統図 （３－２－１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 県における伝達系統図 

(2) 県庁内の伝達系統図 （３－２－１６） 

        図表中の 

        ＊産業政策課 

 

 

   第３項 関係機関による措置事項 

    １ 気象警報・注意報等及び気象情報の伝達（３－２－２０） 

関係機関                       措          置        内        容 

管区海上保安本部

・海上保安部署 

 

気象警報・注意報等及び気象情報の伝達 

  災害のおそれのある気象警報・注意報等について、気象庁等から通報を受けたときは、

航行警報、安全通報、標識の掲揚並びに巡視船艇及び航空機による巡回等により直ちに

周知するとともに、必要に応じて関係事業所に周知する。 

 

 

 

 

 

 

接続形態等の変
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現 行 修 正 案 備 考 

８ 土砂災害警戒情報の伝達（３－２－２３） 

土砂災害警戒情報の連絡系統・情報提供は次の図のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６項 噴火警報等 

    １ 噴火警報等の伝達（３－２－２６） 

 噴火警報等の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 災害情報収集・伝達計画 

第１項 情報収集・伝達連絡系統 

１ 情報収集連絡系統 

（2）市町から県への災害情報の報告（３－２－２８） 

       図表中の 

       商工労働対策部 

 

 

 

８ 土砂災害警戒情報の伝達（３－２－２３） 

土砂災害警戒情報の連絡系統・情報提供は次の図のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６項 噴火警報等 

     １ 噴火警報等の伝達（３－２－２６） 

  噴火警報等の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 災害情報収集・伝達計画 

第１項 情報収集・伝達連絡系統 

１ 情報収集連絡系統（３－２－２８） 

    （2）市町から県への災害情報の報告 

       図表中の 

       産業労働対策部 

 

 

 

 

 

接続形態等の変

更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

接続形態等の変

更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 



- 13 - 

 

現 行 修 正 案 備 考 

    ２ 防災関係機関等の措置（３－２－３１） 

区分 内容 

県 １ 情報収集体制 

(1) 被害状況の把握 

ア～ウ（略） 

 

 

 

エ～サ（略） 

 

 

    １１ 電気、上下水道、電話の被害及び応急対策の状況に関する情報の収集及び伝達（３－２－３６） 

    （1）収集 

            図表中の 

       商工労働対策部（商政課） 

 

  第４節 災害時の放送 

   第１項 放送局に対する放送の要請（３－２－４４） 

    ２ 放送要請取扱要領 

放  送  機  関 連  絡  責  任  者 連      絡      先 

 

ＮＨＫ山口放送局 

 

 

放送部長 

 

０８３－９２１－３７０７ 

 無線電話 １０－２１９－３ 

  〃 FAX  １９－２１９ 

山口放送株式会社 

 

 

報道制作局長 

 

 ０８３４－３２－１１１０ 

 無線電話 １０－２２０－３ 

  〃 FAX  １９－２２０ 

放  送  機  関 連  絡  責  任  者 連      絡      先 

 

テレビ山口株式会社 

 

 

報道制作局長 

 

 ０８３－９２３－６１１３ 

 無線電話 １０－２２１－３ 

  〃 FAX  １９－２２１ 

 

株式会社エフエム山口 

 

 

編成制作部長 

 ０８３－９２４－４５３５ 

 無線電話 １０－２２３－２ 

  〃 FAX  １９－２２３ 

 

山口朝日放送株式会社 

 

 

報道制作局長 

 

 ０８３－９３３－１１１１ 

 無線電話 １０－２２２－３ 

  〃 FAX  １９－２２２ 

 

 

第４章 救助・救急、医療等活動計画 

第２節 医療等活動計画 

第２項 医療救護体制 

１ 医療救護活動 （３－４－６） 

     (2) 機関別活動内容 

        イ 県 

             (ｶ) 必要に応じ、災対法第７１条、救助法第７条に基づき、医療救護に必要な者（医師、歯科医師、薬 

        剤師、保健師、助産師及び看護師）に対し従事命令を発する。 

       (ｷ) 救助を行ううえで特に必要があると認める場合、救助法第９条に基づき、知事は病院、診療所の管 

理ができることから、災害の状況、救助活動の状況等により、当該医療機関の代表者と協議する。 

       (ｸ) 医療機関へのライフラインの復旧、水の供給の確保が優先的に行われるよう関係者へ要請する。 

 

 

    ２ 防災関係機関等の措置（３－２－３１） 

区分 内容 

県 １ 情報収集体制 

(1) 被害状況の把握 

ア～ウ（略） 

エ 要救助者の迅速な把握による救助活動の効率化・円滑化のために必要と認めるときは，市町等と連携の

上，安否不明者（行方不明者となる疑いのある者）の氏名等を公表し、その安否情報を収集・精査するこ

とにより、速やかな安否不明者の絞り込みに努めるものとする。 

オ～シ （略） 

 

 

１１ 電気、上下水道、電話の被害及び応急対策の状況に関する情報の収集及び伝達（３－２－３６） 

    （1）収集 

            図表中の 

       産業労働対策部（産業政策課） 

 

第４節 災害時の放送 

   第１項 放送局に対する放送の要請（３－２－４４） 

    ２ 放送要請取扱要領 

放  送  機  関 連  絡  責  任  者 連      絡      先 

 

ＮＨＫ山口放送局 

 

 

放送部長 

 

 ０８３－９２１－３７０７ 

 防災無線（地上系） １０－２１９－３ 

  〃 FAX  １９－２１９ 

 

山口放送株式会社 

 

 

報道制作局長 

 

 ０８３４－３２－１１１０ 

防災無線（地上系） １０－２２０－３ 

  〃 FAX  １９－２２０ 

放  送  機  関 連  絡  責  任  者 連      絡      先 

 

テレビ山口株式会社 

 

 

報道制作局長 

 

 ０８３－９２３－６１１３ 

防災無線（地上系） １０－２２１－３ 

  〃 FAX  １９－２２１ 

 

株式会社エフエム山口 

 

 

編成制作部長 

 ０８３－９２４－４５３５ 

防災無線（地上系） １０－２２３－２ 

  〃 FAX  １９－２２３ 

 

山口朝日放送株式会社 

 

 

報道制作局長 

 

 ０８３－９３３－１１１１ 

防災無線（地上系） １０－２２２－３ 

  〃 FAX  １９－２２２ 

 

 

第４章 救助・救急、医療等活動計画 

第２節 医療等活動計画 

第２項 医療救護体制 

１ 医療救護活動 （３－４－６） 

     (2) 機関別活動内容 

      イ 県 

        (ｶ) 災害救助部長は、保健医療福祉活動の総合調整が困難となった場合は、厚生労働省に対し、全国の都道府 

県及び指定都市からのＤＨＥＡＴの応援派遣に関する調整を依頼する。 

       (ｷ) 必要に応じ、災対法第７１条、救助法第７条に基づき、医療救護に必要な者（医師、歯科医師、薬剤 

師、保健師、助産師及び看護師）に対し従事命令を発する。 

       (ｸ) 救助を行ううえで特に必要があると認める場合、救助法第９条に基づき、知事は病院、診療所の管 

理ができることから、災害の状況、救助活動の状況等により、当該医療機関の代表者と協議する。 

       (ｹ) 医療機関へのライフラインの復旧、水の供給の確保が優先的に行われるよう関係者へ要請する。 

 

 

 

 

 

中央防災会議防

災基本計画の修

正 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚労省通知を踏

まえた修正 
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現 行 修 正 案 備 考 

 第５章 避難計画 

  第２節 避難所の設置運営 

   第１項 避難所の開設・運営 

    ２ 避難所の管理・運営（３－５－７） 

     (8) やむを得ず避難所に滞在することができない被災者に対しても、生活環境の確保が図られるよう努めるものとす

る。 

(9) 避難者の健全な住生活の早期確保のために、応急仮設住宅の迅速な提供等により、避難所の早期解消に努め 

ることを基本とする。 

(10) 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について，防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して，必要 

な措置を講じるよう努めるものとする 

 

 

 

 第６章 消防防災ヘリコプターによる災害応急対策 

  第６節 航空機の効率的運用と安全対策（３－６－３） 

   大規模災害が発生した場合、救援等のため多数のヘリコプターが現地で活動し、周辺空域が輻輳するため航空機の 

効率的な運用と安全確保が問題となる。このため、県は各機関のヘリ運用を一元的に調整する航空運用調整班を設 

置し、ヘリの性能等に応じた役割分担など、ヘリの効率的な運用を図る。また、県は自衛隊に災害派遣を要請し、 

資機材、人的支援など自衛隊の協力を得て、空港事務所と連携の上、救援機等の調整を実施する。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 応援要請計画 

  第２節 自衛隊災害派遣要請計画 

   第１項 災害派遣要請の範囲と対象となる災害 

    ２ 災害派遣の範囲 

（2）災害派遣時に実施する活動内容（３－７－１０） 

救助活動区分 活動内容 

炊飯及び給水 被災者に対し、炊飯及び給水の実施 

 

 

第２項 災害派遣要請の手続 

    ２ 要請手続 

（3）災害派遣連絡窓口一覧表（３－７－１１） 

区    分 要    請    先 所 在 地            活  動   内   容 

 

陸上自衛隊に 

対するもの 

 

 

 

 

第１７普通科連隊長          

第 １ ３ 旅 団 長          

中 部 方 面 総 監          

 

山口市上宇野令784    (083-922-2281) 

広島県安芸郡海田町寿町2-1(082-822-3101) 

伊丹市緑ｹ丘7-1-1   (0727-82-0001) 

 

車両・船艇・航空機・地上 

部隊による各種救助活動 

 

 第５章 避難計画 

  第２節 避難所の設置運営 

   第１項 避難所の開設・運営 

    ２ 避難所の管理・運営（３－５－７） 

     (8) 避難所においては、食物アレルギーを有する者のニーズの把握やアセスメントの実施、食物アレルギーに配慮 

した食料の確保等に努めるものとする。 

     (9) やむを得ず避難所に滞在することができない被災者に対しても、生活環境の確保が図られるよう努めるものとす

る。 

(10) 避難者の健全な住生活の早期確保のために、応急仮設住宅の迅速な提供等により、避難所の早期解消に努め 

ることを基本とする。 

(11) 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について，防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して，必要 

な措置を講じるよう努めるものとする 

 

 第６章 消防防災ヘリコプターによる災害応急対策 

  第６節 航空機の効率的運用と安全対策（３－６－３） 

１ 航空運用調整班の設置 

    大規模災害が発生した場合、救援等のため多数のヘリコプターが現地で活動し、周辺空域が輻輳するため航空機

の効率的な運用と安全確保が問題となる。このため、県は各機関のヘリ運用を一元的に調整する航空運用調整班を

設置し、ヘリの性能等に応じた役割分担など、ヘリの効率的な運用を図る。また、県は自衛隊に災害派遣を要請

し、資機材、人的支援など自衛隊の協力を得て、空港事務所と連携の上、救援機等の調整を実施する。 

２ 緊急用務空域の指定 

    航空運用調整班は、災害応急対策に従事する航空機の安全確保を図るため、必要に応じて、国土交通省に対して

緊急用務空域の指定を依頼するものとする。 

３ 緊急用務空域における無人航空機の飛行許可申請 

    国土交通省から緊急用務空域において無人航空機の飛行を行おうとする者等からの申請内容の通知があった場 

合、災害状況や活動状況を踏まえ、無人航空機の飛行の可否を判断し、国土交通省へその結果を回答するものとす 

る。 

 

 

第７章 応援要請計画 

  第２節 自衛隊災害派遣要請計画 

   第１項 災害派遣要請の範囲と対象となる災害 

    ２ 災害派遣の範囲 

（2）災害派遣時に実施する活動内容（３－７－１０） 

救助活動区分 活動内容 

給食、給水及び入浴支援 被災者に対し、給食、給水及び入浴支援を実施する 

 

 

第２項 災害派遣要請の手続 

    ２ 要請手続 

（3）災害派遣連絡窓口一覧表（３－７－１１） 

区    分 要    請    先 所 在 地            活  動   内   容 

 

陸上自衛隊に 

対するもの 

 

 

第１７普通科連隊長          

 

 

第 １ ３ 旅 団 長          

 

 

山口市上宇野令784       (083-922-2281) 

          (県庁内線 5184) 

(防災無線(衛星系)217) 

広島県安芸郡海田町寿町2-1    (082-822-3101) 

(防災無線(衛星系)034-101-941-157) 

 

車両・船艇・航空機・地上 

部隊による各種救助活動 

 

 

 

 

 

中央防災会議防

災基本計画の修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央防災会議防

災基本計画の修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防衛省防災業務

計画の修正 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

 

海上自衛隊に 

対するもの 

 

 

 

 

呉 地 方 総 監          

佐 世 保 地 方 総 監          

第３１航空群司令          

小月教育航空群司令          

下 関 基 地 隊 司 令          

 

呉市幸町8-1       (0823-22-5511) 

佐世保市平瀬町       (0956-23-7111) 

岩国市三角町2丁目     (0827-22-3181) 

下関市松屋本町3-2-1  (083-282-1180) 

下関市永田本町4-8-1  (083-286-2323) 

 

艦艇又は航空機をもってす 

る人員、物資の輸送、状況 

偵察、応急給水等 

 

 

  

   第６項 離島患者救急搬送 

４ ヘリポートの整備及び管理 

 (3) 進入時の障害物除去（３－７－１３） 

       救難用ヘリコプターが着陸進入するときの最低進入安全角度は、水平に対し約 12 度である。（ただし、進入速度 

が低速域にある時のみ。（下図参照） 

           着陸地の設置時、200ｍ以内に高さ 25ｍ以上の障害物がないように考慮する必要がある。 

  

 

第８章  緊急輸送計画 

第６節 臨時ヘリポート設定計画 

第２項 臨時ヘリポート設置作業 

 １ ヘリポートの表示 

  (1) ヘリポートの標識（３－８－１４） 

  

中 部 方 面 総 監          伊丹市緑ｹ丘7-1-1   (0727-82-0001) 

 

海上自衛隊に 

対するもの 

 

 

 

 

呉 地 方 総 監          

 

佐 世 保 地 方 総 監          

第３１航空群司令          

小月教育航空群司令          

下 関 基 地 隊 司 令          

 

呉市幸町8-1           (0823-22-5511) 

(防災無線(衛星系)034-101-89-158) 

佐世保市平瀬町           (0956-23-7111) 

岩国市三角町2丁目         (0827-22-3181) 

下関市松屋本町3-2-1      (083-282-1180) 

下関市永田本町4-8-1      (083-286-2323) 

 

艦艇又は航空機をもってす 

る人員、物資の輸送、状況 

偵察、応急給水等 

 

 

 

   第６項 離島患者救急搬送 

４ ヘリポートの整備及び管理 

 (3) 進入時の障害物除去（３－７－１３） 

           救難用ヘリコプターの着陸進入に関して、着陸地の設置時、250ｍ以内に高さ 62.5ｍ以上の障害物がないように 

考慮する必要がある。(下図参照) 

  

 

 

第８章  緊急輸送計画 

第６節 臨時ヘリポート設定計画 

第２項 臨時ヘリポート設置作業 

 １ ヘリポートの表示 

  (1) ヘリポートの標識（３－８－１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省事務

処理基準の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機体更新に伴う

変更 
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現 行 修 正 案 備 考 

第９章 災害救助法の適用計画 

第１節 災害救助法の適用 

第４項 応急救助の実施（３－９－６）  

     図表中の 

     商工労働部 

 

第１０章 食料・飲料水及び生活必需品等の供給計画 

第１節 食料供給計画 

第１項 食料の供給体制 

２ 副食等の供給 （３－１０－３） 

・ パン、おにぎり、弁当、即席めん、育児用調整粉乳、缶詰、レトルト食品、野菜、食肉・鶏卵、     

魚介類、農産物加工品、海産物加工品等 

 

第３節 生活必需品等の供給計画 

第１項 生活必需品の等の供給体制 

１ 生活必需品等の調達・供給経路（３－１０－８）  

      図表中の 

      商工労働対策部 

 

 

第１１章 保健衛生・動物愛護管理計画 

第３節 災害廃棄物等処理計画 

第２項 し尿処理計画 

４ 処理体制の整備 （３－１１－１６） 

(2) 対策系統 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９章 災害救助法の適用計画 

第１節 災害救助法の適用 

第４項 応急救助の実施（３－９－６）  

     図表中の 

     産業労働部 

 

第１０章 食料・飲料水及び生活必需品等の供給計画 

第１節 食料供給計画 

第１項 食料の供給体制 

２ 副食等の供給 （３－１０－３） 

・ パン、おにぎり、弁当、即席めん、育児用調整粉乳、缶詰、レトルト食品、野菜、食肉・鶏卵、     

魚介類、農産物加工品、海産物加工品、食物アレルギー対応食品等 

 

第３節 生活必需品等の供給計画 

第１項 生活必需品の等の供給体制 

１ 生活必需品等の調達・供給経路（３－１０－８）  

      図表中の 

      産業労働対策部 

 

 

第１１章 保健衛生・動物愛護管理計画 

第３節 災害廃棄物等処理計画 

第２項 し尿処理計画 

４ 処理体制の整備 （３－１１－１６） 

(2) 対策系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

中央防災会議防

災基本計画の修

正 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協定の締結 
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現 行 修 正 案 備 考 

第１２章 応急住宅計画 

第２節 被災住宅の応急修理 

第３項 応急修理の方法、基準 

    ２ 修理の期間（３－１２－４） 

(1) 災害発生の日から１ヵ月以内に完成させるものとする。 

(2) １ヵ月の期間内に修理を完了できない特殊事情があるときは、知事（厚政課）は、内閣総理大臣に特別基準 

（期間延長）の協議を行う 

 

 

 

第１３章 水防計画 

第３節 職員の配備体制及び所掌事務 

第４項 第２警戒体制以上の体制 

    １ 体制の時期（３－１３－６） 

配備体制 体制の時期の基準 

第２警戒体制/

警戒体制 

①県内に大雨、洪水、高潮警報、津波注意報の一つ以上が発表されたとき。 

②その他状況により知事が命じたとき。 

特別警戒体制 

 

 

①土砂災害警戒情報、記録的短時間大雨情報のいずれかが発表されたとき。 

②本県への台風の接近又は上陸が予想されるとき。 

③県内に津波警報が発表されたとき。 

④その他状況により知事が命じたとき。 

第２非常体制  県下全域にわたる災害が発生し、又は局地的災害であっても被害が甚大であるとき又は

大規模の災害発生を免れないと予想されるとき。 

緊急非常体制 

 

 県下全域にわたる災害が発生し、又は局地的災害であっても被害が特に甚大であるとき

又は大規模の災害発生を免れないと予想されるときで、県の全組織を挙げて災害対応が必

要なとき。 

 

 

 

 

 

 

 第７節 水位の通知、洪水予報及び氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）の通知 

  第１項 水位の通報及び公表（法第 12条） 

   ３ 水位の通報方法（３－１３－１３） 

 （1）国の機関が行う通報 

      岩国土木建築事務所長は、小瀬川について、国土交通省太田川河川事務所から洪水予報の通知を受けたとき 

は、直ちにその旨を県庁河川課、岩国市水防本部及び和木町水防本部に通報する。 

   防府土木建築事務所長は、佐波川について、国土交通省山口河川国道事務所から洪水予報の通知を受けたと 

きは、直ちにその旨を県庁河川課、防府市水防本部、山口市水防本部及び防府警察署に通報する。 

  

 

 

 

 

第１２章 応急住宅計画 

第２節 被災住宅の応急修理 

第３項 応急修理の方法、基準 

    ２ 修理の期間（３－１２－４） 

(1) 災害発生の日から３ヵ月（災害対策基本法第２４条の３第１項に規定する特定災害対策本部、同法第２４条第１ 

項に規定する非常災害対策本部又は同法第２８条の２第１項に規定する緊急災害対策本部が設置された災害にあっ 

ては、６月以内）以内に完成させるものとする。 

(2) 期間内に修理を完了できない特殊事情があるときは、知事（厚政課）は、内閣総理大臣に特別基準（期間延長） 

の協議を行う。 

 

第１３章 水防計画 

第３節 職員の配備体制及び所掌事務 

第４項 第２警戒体制以上の体制 

    １ 体制の時期（３－１３－６） 

配備体制 体制の時期の基準 

第２警戒体制

/警戒体制 

①県内に大雨、洪水、高潮警報、津波注意報の一つ以上が発表されたとき。 

②その他状況により知事が命じたとき。 

特別警戒体制 

 

 

 

①土砂災害警戒情報、記録的短時間大雨情報のいずれかが発表されたとき。 

②本県への台風の接近又は上陸が予想されるとき。 

③県内に津波警報が発表されたとき。 

④その他状況により知事が命じたとき。 

第Ⅰ非常体制 ①大雨、洪水、高潮、大津波警報のいずれかの警報が発表され、県内に相当規模の災害が発

生し、又は発生のおそれがあるとき。 

②県内に、気象等に関する特別警報が発表されたとき。 

③気象情報等の有無に関わらず、県内に局地的豪雨等により現に災害が発生し、その規模及

び範囲等の状況から必要と認めるとき。 

第２非常体制  県下全域にわたる災害が発生し、又は局地的災害であっても被害が甚大であるとき又は大

規模の災害発生を免れないと予想されるとき。 

緊急非常体制 

 

 県下全域にわたる災害が発生し、又は局地的災害であっても被害が特に甚大であるとき又

は大規模の災害発生を免れないと予想されるときで、県の全組織を挙げて災害対応が必要な

とき。 

 

 

 第７節 水位の通知、洪水予報及び氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）の通知 

  第１項 水位の通報及び公表（法第 12条） 

   ３ 水位の通報方法（３－１３－１３） 

 （1）国の機関が行う通報 

      岩国土木建築事務所長は、小瀬川について、国土交通省太田川河川事務所から洪水予報の通知を受けたとき 

は、直ちにその旨を県庁河川課、岩国市危機管理課及び和木町水防本部に通報する。 

   防府土木建築事務所長は、佐波川について、国土交通省山口河川国道事務所から洪水予報の通知を受けたと 

きは、直ちにその旨を県庁河川課、防府市水防本部、山口市水防本部、山口市徳地総合支所水防本部、防府警察 

署及び山口警察署へ通報する。 
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現 行 修 正 案 備 考 

 第２項 洪水予報 

  １  洪水予報の内容（３－１３－１４） 

種 類 発表基準 
氾濫注意情報 

（洪水注意報） 
 

基準地点の水位が氾濫注意水位に到達し、さらに水位の上昇が見込まれるとき、
氾濫注意水位以上でかつ避難判断水位未満の状態が継続しているとき、ま
たは避難判断水位に達したが水位の上昇が見込まれないとき 

氾濫警戒情報 
（洪水警報） 

基準地点の水位が一定時間後に、氾濫危険水位に到達することが見込まれるとき
、または、避難判断水位に到達し、さらに水位の上昇が見込まれるとき 

氾濫危険情報 
（洪水警報） 

基準地点の水位が氾濫危険水位に到達したとき、または、氾濫危険水位以上の状
態が継続しているとき 

氾濫発生情報 
（洪水警報） 

氾濫が発生したとき、または、氾濫が継続しているとき 
 

 

 

 

第１５章 要配慮者支援計画 

第１節 避難誘導・避難所の管理等 

 第２項 避難所の設置・運営 

１ 避難所の管理（３－１５－２） 

(1) 市町  

オ 避難所においては、生活必需品である水、食料、毛布、医薬品などのほか、ほ乳びん、粉ミルク、紙 

おむつなどの育児用品、車椅子の確保等にも配慮するとともに、ボランティアなどの協力を得ながら、 

高齢者、乳幼児、病弱者等へ配慮した適温食の確保、食事の介助、生活物資の供給等の支援を行う。 

    

 

 

  (2) 県 

 県は、市町等からの応援要請を受けた場合、関係福祉団体と調整し、必要な福祉人材の派遣を行う。 

 

２ 被災者の他地区等への移送（３－１５－３） 

     (2) 県 

      県は、市町等からの応援要請を受けた場合、関係福祉団体と調整し、必要な福祉人材の派遣を行う。 

 

 

第１６章 ボランティア活動支援計画 

第１節 一般ボランティアの支援体制 

第１項 県、市町社会福祉協議会の対応（３－１６－２） 

１ 県災害ボランティアセンターの設置  

(2) ボランティアコーディネーター等の応援要請及び派遣 

    ２ （略） 

    ３ その他の市町社会福祉協議会 

     (2) コーディネーターの派遣 

 

第１８章 ライフライン施設の応急復旧計画 

第１節 電力施設 

第２項 中国電力㈱・中国電力ネットワーク㈱ 

２ 災害発生時の防災体制 （３－１８－２） 

 (1) 防災活動体制 

ア 防災体制の発令の考え方（支社） 

 第２項 洪水予報 

  １  洪水予報の内容（３－１３－１４） 

種 類 発表基準 
氾濫注意情報 

（洪水注意報） 
 

基準地点の水位が氾濫注意水位に到達し、さらに水位の上昇が見込まれるとき、
氾濫注意水位以上でかつ避難判断水位未満の状態が継続しているとき、ま
たは避難判断水位に達したが水位の上昇が見込まれないとき 

氾濫警戒情報 
（洪水警報） 

基準地点の水位が一定時間後に、氾濫危険水位に到達することが見込まれるとき
、または、避難判断水位に到達し、さらに水位の上昇が見込まれるとき 

氾濫危険情報 
（洪水警報） 

基準地点の水位が氾濫危険水位に到達したとき、または、氾濫危険水位以上の状
態が継続しているとき 
急激な水位上昇によりまもなく氾濫危険水位を超え、さらに水位の上昇が
見込まれるとき（国土交通大臣が指定した河川のみ） 

氾濫発生情報 
（洪水警報） 

氾濫が発生したとき、または、氾濫が継続しているとき 
 

 

第１５章 要配慮者支援計画 

第１節 避難誘導・避難所の管理等 

 第２項 避難所の設置・運営 

１ 避難所の管理（３－１５－２） 

(1) 市町  

オ 避難所においては、生活必需品である水、食料、毛布、医薬品などのほか、ほ乳びん、粉ミルク、紙 

おむつなどの育児用品、車椅子の確保等にも配慮するとともに、ボランティアなどの協力を得ながら、 

高齢者、乳幼児、病弱者等へ配慮した適温食の確保、食事の介助、生活物資の供給等の支援を行う。 

     また、食物アレルギーを有する者のニーズの把握やアセスメントの実施、食物アレルギーに配慮した食料の 

確保等に努めるものとする。 

 

(2) 県 

 県は、市町等からの応援要請を受けた場合、山口県災害福祉支援ネットワーク協議会と調整し、ＤＷＡＴの派遣 

を行う。 

    ２ 被災者の他地区等への移送（３－１５－３） 

     (2) 県 

 県は、市町等からの応援要請を受けた場合、山口県災害福祉支援ネットワーク協議会と調整し、ＤＷＡＴの派遣 

を行う。 

 

第１６章 ボランティア活動支援計画 

第１節 一般ボランティアの支援体制 

第１項 県、市町社会福祉協議会の対応（３－１６－２） 

１ 県災害ボランティアセンターの設置  

(2) ボランティアセンター運営スタッフ等の応援要請及び派遣 

    ２ （略） 

    ３ その他の市町社会福祉協議会 

     (2) ボランティアセンター運営スタッフの派遣 

 

第１８章 ライフライン施設の応急復旧計画 

第１節 電力施設 

第２項 中国電力㈱・中国電力ネットワーク㈱ 

２ 災害発生時の防災体制 （３－１８－２） 

 (1) 防災活動体制 

ア 防災体制の発令の考え方（支社） 
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現 行 修 正 案 備 考 

区 分     発          令          基          準 

 

警 戒 体 制       

( 災 害 準 備 対 策 室 )       

 

 

・台風等が接近し、担当区域に大規模な被害が予測される場合 

・複数の事業所に警戒体制が発令され、防災体制の発令が必要と判断された場合 

・非常体制が発令された事業所がある場合 

 

 

非 常 体 制       

( 災 害 対 策 室 )       

 

・複数の事業所に非常体制が発令された場合、または防災体制の発令か必要と判断さ

れた場合 

・特別非常体制が発令された事業所がある場合 

 

特別非常体制 

（特別災害対策室） 

 

 

・担当区域に甚大な被害が発生し、復旧に相当の時間を要するなど社会的影響が非常

に大きい場合 

・複数の事業所に特別非常体制が発令され，防災体制の発令が必要と判断された場合 

 

 (3) 防災体制時の情報連絡経路 

ア 支社に特別非常体制が発令された場合の情報連絡経路は、次による。 

イ 電気事業法、災害対策基本法、河川法及び電波法等に基づく報告は、原則として、業務分掌によって行う。 

ウ 経済産業省を始め中央官庁並びに関係箇所は、中国電力㈱東京支社及び中国電力ネットワーク㈱東京事務所 

が対応する。 

 

第３項 県営電力施設 

２ 応急対策 （３－１８－５） 

 (2) 応急対策 

       ア 発災直後の保安 

          発電所に係る災害が発生した場合、各発電所の操作マニュアル・給電協定書による操作を行い、二次災害の 

発生を防止するとともに、水力設備・機械設備・土木設備等の保全に努める。 

  

第２節 ガス施設 

第１項 ガス事業者（旧一般ガス事業者）の応急対策 

５ ガス事業者の相互連携・協力（３－１８－７） 

ガス事業者は、経済産業省の「ガス事業者間における保安の確保のための連携及び協力に関するガイドライン」 

に基づき災害の発生の防止に関し、相互に連携・協力に努めるものとする。 

 

第２項 ガス事業者（旧簡易ガス事業者）の応急対策 

１ ガス事業者（旧簡易ガス事業者）（３－１８－７） 

(2) (一社)日本コミュニティーガス協会中国支部の「中国簡易ガス事業防災相互援助要綱」に基づき、災害の発生又 

はその拡大を防止し、相互に必要な援助活動を行う。 

 

第１９章  公共施設等の応急復旧計画 

 第１節 公共土木施設 

  第２項 応急工事施工の体制（３－１９－８） 

   ３ 建設機械等の緊急使用計画 

    (3) 中国地方整備局に対する応援要請 

      中国地方整備局における応援派遣に対する措置は、「中国地方における災害時の支援に関する申し合わせ平成２ 

０．８．２０各県土木関係部長、広島市道路交通局長及び中国地方整備局企画部長間」に基づき行うものとし、 

区 分     発          令          基          準 

 

警 戒 体 制       

( 災 害 準 備 対 策 室 )       

 

 

・台風等が接近し、サービス区域に一定の被害が予測される場合 

・山口ネットワークセンターまたは複数の事業所に警戒体制が発令され、防災体制の

発令が必要と判断された場合 

・非常体制が発令された事業所がある場合 

 

非 常 体 制       

( 災 害 対 策 室 )       

 

・山口ネットワークセンターまたは複数の事業所に非常体制が発令され、防災体制の

発令が必要と判断された場合 

・特別非常体制が発令された事業所がある場合 

 

特別非常体制 

（特別災害対策室） 

 

 

・サービス区域に甚大な被害が発生し、復旧に相当の時間を要するなど社会的影響が

非常に大きい場合 

・山口ネットワークセンターまたは複数の事業所に特別非常体制が発令され，防災体

制の発令が必要と判断された場合 

 (3) 防災体制時の情報連絡経路 

ア 支社に防災体制が発令された場合の情報連絡経路は、社内規程に基づき、別に定める。 

イ 電気事業法、災害対策基本法、河川法及び電波法等に基づく報告は、原則として、業務分掌によって行う。 

ウ 経済産業省を始め中央官庁並びに関係箇所は、中国電力㈱東京支社及び中国電力ネットワーク㈱東京事務所 

が対応する。 

 

第３項 県営電力施設 

２ 応急対策 （３－１８－５） 

 (2) 応急対策 

       ア 発災直後の保安 

          発電所に係る災害が発生した場合、各発電所の操作マニュアル・系統利用協定書による操作を行い、二次災 

害の発生を防止するとともに、水力設備・機械設備・土木設備等の保全に努める。 

 

第２節 ガス施設 

第１項 ガス事業者（旧一般ガス事業者）の応急対策 

５ ガス事業者の相互連携・協力（３－１８－７） 

ガス事業者は、「災害時連携計画」に基づき、ガスの安定供給の確保に支障が生ずる場合に備えることとし、事業 

者相互の連携・協力に努めるものとする。 

 

第２項 ガス事業者（旧簡易ガス事業者）の応急対策 

１ ガス事業者（旧簡易ガス事業者）（３－１８－７） 

(2) (一社)日本コミュニティーガス協会中国支部の「中国支部コミュニティーガス事業の防災に係る通報・応援措置 

要領」に基づき、災害の発生又はその拡大を防止し、相互に必要な援助活動を行う。 

 

第１９章  公共施設等の応急復旧計画 

 第１節 公共土木施設 

  第２項 応急工事施工の体制（３－１９－８） 

   ３ 建設機械等の緊急使用計画 

    (3) 中国地方整備局に対する応援要請 

      中国地方整備局における応援派遣に対する措置は、「中国地方における災害時の支援に関する申し合わせ平成３ 

１．４．１各県土木関係部長、広島市道路交通局長及び中国地方整備局統括防災官間」に基づき行うものとし、 

 

規程の見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

災害時連携計画

の修正 

 

 

 

要領名称の変更 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

組織改編 
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現 行 修 正 案 備 考 

その概要は次のとおりである。  

        

 第３節 鉄道施設 

  第１項 災害時の活動体制 

   １ 災害、運転事故対策本部の設置（３－１９－１０） 

    西日本旅客鉄道株式会社 

 (1) 災害が発生した場合、鉄道災害の未然防止、併発事故及び被害の拡大防止並びに早期復旧を図るため、支社に 

事故対策本部を、また 被災現場に現地対策本部を設置する。 

 

   ２ 警戒体制（３－１９－１１） 

    西日本旅客鉄道株式会社  日本貨物鉄道株式会社 

    (1) 支社又は支店の関係各課は、それぞれの現業機関の警戒体制を把握するとともに必要な指示を行う。 

        特に台風、洪水等については、関係地方気象台と直接電話等により情報の入手に努める。 

(2) 山口支社長等は、災害等のため、業務に支障を及ぼす事態が発生するおそれがあるときは、現地に急行し、関 

係現業機関の長を指揮督励して、災害の未然防止及び被害の拡大防止に努める。 

 

第３項 応急復旧 

   １ 西日本旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社（３－１９－１２） 

   （4）部外機関との連絡系統図 

    〔西日本旅客鉄道株式会社〕 

 
 
 
 

 

 
【広島支社】 
運転事故又は災害対策本部 
 電話  082-568-5288 

 
 

 
山口県知事 
平常時  交通政策課   083-933-3120 
異常時  災害対策本部   083-933-2452 

                   FAX 083-933-2479 

 
 

 
 
自衛隊 
 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

   

 
 
                       

             
 
  

関 係 行 政 機 関          
 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 
 

 

   

 

  

 

      
 

 

 
   

  

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 
 

 

 

警 察 署           

 
 
 

 

 
部 
 

外 

 
機 
 

関 

  
医 療 機 関           

 

 

 

 

消 防 署          

山口支社長 
常設場所電話 

 083-972-7455   
 
 

 

 
 
 

 
 
 

 

 

 
地 方 交 通 機 関          

   
 

 

西日本電信電話㈱          
   

   中国電力㈱及び中国電
力ネットワーク㈱  

 

 

 
 

 
 

 

 

 

クレーン車所有者          
     

 
 

    
アマチュア無線技師   

  

  

 

 駅   長   等 

 

 

 
 
 

  

  
 
 
 

  
  
  

  

 

 
【新幹線管理本部】 
運転事故又は災害対策本部 

 電話 06－4805－7119 

 

 

      

      

 

その概要は次のとおりである。 

 

第３節 鉄道施設 

  第１項 災害時の活動体制 

   １ 災害、運転事故対策本部の設置（３－１９－１０） 

    西日本旅客鉄道株式会社 

 (1) 災害が発生した場合、鉄道災害の未然防止、併発事故及び被害の拡大防止並びに早期復旧を図るため、中国統 

括本部に事故対策本部を、また 被災現場に現地対策本部を設置する。 

 

２ 警戒体制（３－１９－１１） 

    西日本旅客鉄道株式会社  日本貨物鉄道株式会社 

    (1) 中国統括本部又は支店の関係者は、それぞれの現業機関の警戒体制を把握するとともに必要な指示を行う。 

        特に台風、洪水等については、関係地方気象台と直接電話等により情報の入手に努める。 

(2) 中国統括本部又は支店の関係各課は、災害等のため、業務に支障を及ぼす事態が発生するおそれがあるとき 

は、現地に急行し、関係現業機関の長を指揮督励して、災害の未然防止及び被害の拡大防止に努める。 

 

第３項 応急復旧 

   １ 西日本旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社（３－１９－１２） 

   （4）部外機関との連絡系統図 

    〔西日本旅客鉄道株式会社〕 

 
 
 
 

 

 
【中国統括本部】 
運転事故又は災害対策本部 
 電話  082-264-6311 

 
 

 
山口県知事 
平常時  交通政策課   083-933-3120 
異常時  災害対策本部   083-933-2452 

                   FAX 083-933-2479 

 
 

 
 
自衛隊 
 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

   

 
 
                       

             
 
  

関 係 行 政 機 関          
 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 
 

 

   

 

  

 

      
 

 

 
   

  

  

 

 
 

 

 

 
 
 

 

 

警 察 署           

 
 
 

 

 
部 
 

外 

 
機 
 

関 

  
医 療 機 関           

 

 

 

 

消 防 署          

  
  

 
 

 

 
 
 

 
 
 

 

 

 
地 方 交 通 機 関          

   
 

 

西日本電信電話㈱          
   

   中国電力㈱及び中国電
力ネットワーク㈱  

 

 

 
 

 
 

 

 

 

クレーン車所有者          
     

 
 

    
アマチュア無線技師   

  

  

 

 駅   長   等 

 

 

 
 
 

  

  
 
 
 

  
  
  

  

 

 
【山陽新幹線統括本部】 
運転事故又は災害対策本部 

 電話 06-6101-6101 

 

 

      

      

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

組織改編 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

組織改編 
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現 行 修 正 案 備 考 

第２１章 火災対策計画 

第１節 火災防ぎょ計画 

第３項  消防活動 

４ 住民に対する安全対策（３－２１－６） 

(2)避難指示 

 ウ 避難場所・避難誘導 

  (ｲ) 避難順位 

    火災現場の風下に位置する住民のうち病弱者、高齢者、障害者、子供、女性を優先する。 

 

第２２章 交通災害対策計画 

第１節  海上災害対策計画 

第２項  海上火災、危険物大量流出等に対する応急対策 （３－２２－７） 

２ 応援協力関係 

（3）関係企業と海上保安部署との間 

   
   
   
   
   
   
   
 
 

 

関係海上保安部署 

 

協      定      の      相      手      方 

 
岩 国 海 上 保 安 署            
            
            
            
            
 

 

 

 
（海上災害の応援に関する覚書・・・昭和5５年４月1日締結） 

岩国大竹地区特別防災区域協議会各社（三井化学㈱岩国大竹工場、ＪＸＴＧエ

ネルギー㈱麻里布製油所、ユニオン石油㈱岩国工場、㈱ダイセル大竹工場、三

井デュポンポリケミカル㈱大竹工場、日本製紙㈱岩国工場・大竹工場、帝人㈱

岩国事業所、東洋紡㈱岩国工場、日本製紙㈱大竹工場、三菱ケミカル㈱大竹事

業所）、日本海事興業㈱岩国出張所、内外運輸㈱岩国営業所 

 

 

第３節  陸上交通災害対策計画 

第３項  鉄道災害、運転事故対策 

１  応急対策実施機関 （３－２２－３０） 

(1) 軌道・・・西日本旅客鉄道株式会社広島支社、西日本旅客鉄道株式会社新幹線管理本部、 

        日本貨物鉄道株式会社関西支社広島支店 

 (2) 鉄道・・・西日本旅客鉄道株式会社広島支社、西日本旅客鉄道株式会社新幹線管理本部、 

        日本貨物鉄道株式会社関西支社広島支店、錦川鉄道株式会社 

 

 

第４編 復旧・復興計画 

第１章 復旧・復興活動計画 

第１節 県の活動体制 

 第１項 被害復旧対策本部の設置（４－１－２） 

  ２ 県本部の組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２１章 火災対策計画 

第１節 火災防ぎょ計画 

第３項  消防活動 

４ 住民に対する安全対策（３－２１－６） 

(2)避難指示 

 ウ 避難場所・避難誘導 

  (ｲ) 避難順位 

        火災現場の風下に位置する住民のうち要配慮者を優先する。 

 

第２２章 交通災害対策計画 

第１節  海上災害対策計画 

第２項  海上火災、危険物大量流出等に対する応急対策 （３－２２－７） 

２ 応援協力関係 

（3）関係企業と海上保安部署との間 

   
   
   
   
   
   
   
 
 

 

関係海上保安部署 

 

協      定      の      相      手      方 

 
岩 国 海 上 保 安 署            
            
            
            
            
 

 

 

 
（海上災害の応援に関する覚書・・・昭和5５年４月1日締結） 

岩国・大竹地区特別防災区域協議会各社（三井化学㈱岩国大竹工場、ENEOS

㈱麻里布製油所、ユニオン石油工業㈱岩国工場、㈱ダイセル大竹工場、三井・

ダウポリケミカル㈱大竹工場、日本製紙㈱岩国工場・大竹工場、帝人㈱岩国事

業所、東洋紡㈱岩国事業所、三菱ケミカル㈱広島事業所）、日本海事興業㈱岩

国出張所、㈱シーゲートコーポレーション 

 

 

第３節  陸上交通災害対策計画 

第３項  鉄道災害、運転事故対策 

１  応急対策実施機関 （３－２２－３０） 

(1) 軌道・・・西日本旅客鉄道株式会社中国統括本部、西日本旅客鉄道株式会社山陽新幹線統括本部、 

        日本貨物鉄道株式会社関西支社広島支店 

 (2) 鉄道・・・西日本旅客鉄道株式会社中国統括本部、西日本旅客鉄道株式会社山陽新幹線統括本部、 

        日本貨物鉄道株式会社関西支社広島支店、錦川鉄道株式会社 

 

第４編 復旧・復興計画 

第１章 復旧・復興活動計画 

第１節 県の活動体制 

 第１項 被害復旧対策本部の設置（４－１－２） 

  ２ 県本部の組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 
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現 行 修 正 案 備 考 

                         （対策部）       （対応組織） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第２項 県本部の運営 

  ２ 部（４－１－３） 

   (1) 部の構成 

部  の  名  称 部 を 構 成 す る 組 織            部    長  副  部  長  

 

総 務 部         

総 合 企 画 部         

東 京 連 絡 部         

産 業 戦 略 部         

環境生活対策部         

災 害 救 助 部         

商工労働対策部         

観光スポーツ文化対策部 

農林水産対策部         

土木建築対策部         

経     理     部         

企 業 対 策 部         

文 教 対 策 部         

公     安     部         

 

 

総 務 部           

総 合 企 画 部           

東 京 事 務 所           

産 業 戦 略 部           

環 境 生 活 部           

健 康 福 祉 部           

商 工 労 働 部           

観光スポーツ文化部           

農 林 水 産 部           

土 木 建 築 部           

会 計 管 理 局           

企 業 局           

教 育 庁           

警 察 本 部           

 

 

総 務 部 長         

総 合 企 画 部 長         

東 京 事 務 所 長         

産 業 戦 略 部 長         

環 境 生 活 部 長         

健 康 福 祉 部 長         

商 工 労 働 部 長         

観光スポーツ文化部長         

農 林 水 産 部 長 

土 木 建 築 部 長         

会 計 管 理 局 長         

公営企業管理者         

教 育 長         

警 察 本 部 長         

 

 

総 務 部 次 長          

総 合 企 画 部 次 長          

東 京 事 務 所 次 長          

産 業 戦 略 部 次 長          

環 境 生 活 部 次 長          

健 康 福 祉 部 次 長          

商 工 労 働 部 次 長          

観光スポーツ文化部次長          

農 林 水 産 部 次 長 

土 木 建 築 部 次 長          

会 計 課 長          

企 業 局 長          

副  教    育   長 

警 備 部 長          

 

 

第４項 班の編成及び所掌事務（４－１－５） 

部   班   担  当  課 部  の  所  掌  事  務 地方機関 

産業 

 戦略部 

産業戦略 

 

産業戦略部 

 

１ 部内及び本部室班との連絡調整に関すること。  

商 工 労 働 

対策部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工総務 

 

 

 

 

 

 

 

商  政  課 

 

 

 

 

 

 

 

１  部内各班及び本部室班との連絡調整に関すること。 

２  商工業、鉱業施設の被害調査及び復旧・復興対策に関するこ

と。 

３  生活物資の確保、復旧復興資材の安定供給の要請に関する

こと。 

４  電力の安定供給についての要請に関すること。                     

５  その他応急商工業対策に関すること。 

 

経営金融 

 

 

経営金融課 

 

 

６  中小企業の被害調査及び復旧・復興対策に関 すること。 

７  中小企業の金融に関すること。 

 

                         （対策部）       （対応組織） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２項 県本部の運営 

  ２ 部（４－１－３） 

   (1) 部の構成 

部  の  名  称 部 を 構 成 す る 組 織            部    長  副  部  長  

 

総 務 部         

総 合 企 画 部         

東 京 連 絡 部         

（削除） 

環境生活対策部         

災 害 救 助 部         

産業労働対策部          

観光スポーツ文化対策部 

農林水産対策部         

土木建築対策部         

経     理     部         

企 業 対 策 部         

文 教 対 策 部         

公     安     部         

 

 

総 務 部           

総 合 企 画 部           

東 京 事 務 所           

（削除） 

環 境 生 活 部           

健 康 福 祉 部           

産 業 労 働 部            

観光スポーツ文化部           

農 林 水 産 部           

土 木 建 築 部           

会 計 管 理 局           

企 業 局           

教 育 庁           

警 察 本 部           

 

 

総 務 部 長         

総 合 企 画 部 長         

東 京 事 務 所 長         

（削除） 

環 境 生 活 部 長         

健 康 福 祉 部 長         

産 業 労 働 部 長          

観光スポーツ文化部長         

農 林 水 産 部 長 

土 木 建 築 部 長         

会 計 管 理 局 長         

公営企業管理者         

教 育 長         

警 察 本 部 長         

 

 

総 務 部 次 長          

総 合 企 画 部 次 長          

東 京 事 務 所 次 長          

（削除） 

環 境 生 活 部 次 長          

健 康 福 祉 部 次 長          

産 業 労 働 部 次 長           

観光スポーツ文化部次長          

農 林 水 産 部 次 長 

土 木 建 築 部 次 長          

会 計 課 長          

企 業 局 長          

副  教    育   長 

警 備 部 長          

 

 

第４項 班の編成及び所掌事務（４－１－５） 

部   班   担  当  課 部  の  所  掌  事  務 地方機関 

（削除） （削除） （削除） （削除）  

 

産 業 労 働 

対策部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業総務 

 

 

 

 

 

 

 

産業政策課   

 

 

 

 

 

 

 

１  部内各班及び本部室班との連絡調整に関すること。 

２  商工業、鉱業施設の被害調査及び復旧・復興対策に関するこ

と。 

３  生活物資の確保、復旧復興資材の安定供給の要請に関する

こと。 

４  電力の安定供給についての要請に関すること。                     

５  その他応急商工業対策に関すること。 

 

経営金融 

 

 

経営金融課 

 

 

６  中小企業の被害調査及び復旧・復興対策に関 すること。 

７  中小企業の金融に関すること。 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

文教 

 対策部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校総務 

 

 

 

 

 

 

教育政策課 

学校運営・ 

施設整備室 

 

 

 

 

１  部内各班及び本部室班との連絡調整に関すること。 

２  文教関係の被害状況の取りまとめに関すること。 

３  公立学校施設の被害調査及び復旧・復興対策に関すること。 

４  避難地、避難施設となった学校施設の安全対策に関するこ

と。 

５  その他文教対策に関すること。 

 

学校教育 

 

 

 

教 職 員 課      

義務教育課      

高校教育課       

特別支援教育推進室       

６  被災児童生徒に対する学用品の供与等援護措置に関するこ

と。 

７  学校施設における避難者の救援活動への協力に関すること     

。 

 

 

学校保健 

 

 

学 校 安 全 ・  

体育課 

 

８  被災児童生徒に対する医療、防疫、給食等に関すること。 

９  児童生徒の避難措置に関すること。 

 

 

第２章 被災者の生活再建計画 

第１節 被災者の生活確保 

第６項 生活資金の確保 

３ 県市町中小企業勤労者小口資金 （４－２－６） 

県内に居住し、中小企業の同一事業所に１年以上勤続している者等に対して貸付けられるもので、県・市町・労

働金庫が協調して貸付けを行う。 

(1) 貸付限度額  災害資金１００万円以内 

(2) 償還期間   １０年以内 

(3) 利  率   年１．５９％（保証料別途） 

(4) 申 込 先   中国労働金庫 
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 対策部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校総務 

 

 

 

 

 

 

教育政策課 

学校運営・ 

施設整備室 

 

 

 

 

１  部内各班及び本部室班との連絡調整に関すること。 

２  文教関係の被害状況の取りまとめに関すること。 

３  公立学校施設の被害調査及び復旧・復興対策に関すること。 

４  避難地、避難施設となった学校施設の安全対策に関するこ

と。 

５  その他文教対策に関すること。 

 

学校教育 

 

 

 

教育情報化推進室 

教 職 員 課      

義務教育課      

高校教育課       

特別支援教育推進室       

６ ICT機器等を活用した教育の実施に関すること 

７  被災児童生徒に対する学用品の供与等援護措置に関するこ

と。 

８  学校施設における避難者の救援活動への協力に関すること     

。 

 

学校保健 

 

 

学 校 安 全 ・  

体育課 

 

９  被災児童生徒に対する医療、防疫、給食等に関すること。 

10  児童生徒の避難措置に関すること。 

 

 

第２章 被災者の生活再建計画 

第１節 被災者の生活確保 

第６項 生活資金の確保 

３ 県市町中小企業勤労者小口資金 （４－２－６） 

県内に居住し、中小企業の同一事業所に１年以上勤続している者等に対して貸付けられるもので、県・市町・労

働金庫が協調して貸付けを行う。 

(1) 貸付限度額  災害資金１００万円以内 

(2) 償還期間   １０年以内 

(3) 利  率   年１．５８％（保証料別途） 

(4) 申 込 先   中国労働金庫 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利率変更 

 


